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は じ め に 

 

佐伯市教育委員会では、平成 19 年３月に佐伯市長期総合教育計画「さいき“まな

び”プラン 2007」を策定、さらに平成 24 年度には計画の見直しを行い、佐伯市長期

総合教育計画・中間年改訂版「さいき“まなび”プラン 2012」を策定し、さまざま

な教育施策に取り組んでまいりました。 

この間、少子高齢化の進行など社会情勢が急速に変化する一方、地方創生や教育委

員会制度の改革など、教育を取り巻く状況も大きく変化してきており、こうした時代

の変化に的確に対応し、より充実した教育施策を推進していくため、平成 29 年度に

第２期佐伯市長期総合教育計画「さいき“まなび”プラン 2017」（計画期間：2017

年度～2026 年度）を策定しました。 

この計画では、前回の「まなびプラン」の理念を踏襲し、本計画の全体目標である

「人が学び、人が活き、人が育つ佐伯の教育」の実現を目指して、各種教育施策の推

進を図ってまいります。 

このたび、令和２年度における各施策の取組状況に関する点検・評価を行い、「令

和３年度 教育に関する事務の管理及び執行状況の点検及び評価報告書（令和２年度

対象）」を作成しましたので、ここにご報告いたします。 

今後とも、市民に開かれた、市民から信頼される教育行政の推進に努めてまいりま

すので、皆様のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

令和３年８月 

 

佐伯市教育委員会      
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 点検及び評価にあたって  

 

１ 趣 旨 

平成 20 年４月に施行された『地方教育行政の組織及び運営に関する法律』の一部改正に

伴い、教育委員会は、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点検・評価

を行い、その結果に関する報告書を議会に提出するとともに、公表することが義務づけら

れました。 

本市教育委員会におきましても、教育委員会が自ら立てた教育行政の基本方針に基づき、

教育に係る広範かつ専門的な事務が確実に実施されているかについて、自らチェックし、

効果的な教育行政の推進及び市民に対する説明責任を果たすため、点検・評価を行い、そ

の結果を報告書としてまとめました。 

 

２ 評価の対象は 

評価の対象は、前年度分についてのもので、今回は令和２年度事務執行分です。また、

評価項目は「さいき“まなび”プラン 2017」（第２期佐伯市長期総合教育計画）の計画体

系に基づく施策について、評価を行いました。 
 

 

1 確かな学力の育成

2 豊かな心の育成
3 健やかな体の育成

4 特別支援教育の充実
5 生徒指導の充実

6 幼児教育の充実

7 教育の国際化・情報化の推進

1 豊かな教育環境の整備

2 教職員の意識改革と資質能力の向上
3 地域とともにある学校づくりの推進

4 安全・安心な学校づくりの推進

5 地域に根ざした豊かな学校給食の推進

1 学ぶ意欲を支える社会教育施設の整備と活用

2 情報化社会に対応し、力強く生きるための学習機会の提供
3 「地域協育」・「地域協働」の推進

4 子ども・若者に生きる喜びを伝える

1 学校における人権教育の推進

2 地域における人権教育の推進

1 文化芸術活動の推進による心豊かなひとづくり

2 文化財・伝統文化の保存・継承と活用

1 生涯スポーツの推進とスポーツ施設の効果的な活用

2 競技スポーツの向上と子どものスポーツ機会の充実

1 教育委員会及び事務局の機能充実

Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進

Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進

Ⅲ 社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成

Ⅳ 人権を尊重するまちづくりの推進

Ⅴ 市民文化の創造と文化財・伝統文化の保存・継承と活用

Ⅵ 健康で心豊かな活気あふれるスポーツの振興

Ⅶ 市民に開かれた教育行政の推進

「

人
が
学
び
、

人
が
活
き
、

人
が
育
つ
佐
伯
の
教
育
」

の
創
造

（組織改編により削除） 
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３ 評価方法は 

「さいき“まなび”プラン 2017」では、「人が学び、人が活き、人が育つ佐伯の教育」

の創造を計画目標として、７つの分野を大きな柱に位置づけ、そのめざす方向を示してい

ます。評価については、この方針に沿って行っている施策に関して評価を実施しました。 

具体的には、それぞれの柱を構成する施策ごとに、まず、所管する課ごとに自らが自己

評価を行い、その後、内部評価を教育委員会事務局内で実施し、その評価報告について、

外部評価委員会から意見をいただきました。 

 

４ 外部評価委員会 

評価の客観性を確保するため、教育に関して学識経験を有する者の知見の活用を図る観

点から、佐伯市教育点検評価事務外部評価委員会を設置し、学校教育・社会教育・文化振

興・社会体育の各分野の代表者を外部評価委員に委嘱し、報告書に対する意見、助言を聴

取いたしました。 

 

    外部評価委員（敬称略） 

１ 大分県教育センター所長 内 海 真理子 

２ 元学校長 森 﨑  薫 

３ 佐伯市社会教育委員 秋 元 清 子 

４ 竹田市歴史文化館・由学館長 佐 藤 晃 洋 

５ 佐伯市スポーツ推進委員協議会会長 田 中 保 德 

 

５ 報告・公表 

この報告書は、市議会に提出するとともに、佐伯市教育委員会のホームページに掲載し、

公表します。 

 

６ 施策評価表の説明 

Ⅰ～Ⅶの大分類における小分類「22 項目」に該当する施策ごとに、それぞれ点検・評価

を行い、施策評価表を作成しています。内容としては、「施策の目的」、「令和２年度の

主な取組と成果」、「目標指標の達成状況」、「未達成の課題と今後の取組」、「評価結

果」を記載しています。 

詳細な内容については、以下のとおりです。 

○施策の目的 

「さいき“まなび”プラン 2017」における現状と課題、これからの基本方向や主な取組

をまとめたものを記載。 

○令和２年度の主な取組と成果 

目標指標の達成状況等を参考に、令和２年度における主な取組と成果について記載。主

な事務事業として、当該年度に実施した事業内容（事業名、事業費）もあわせて記載。 

 

－4－



 

○目標指標の達成状況 

「さいき“まなび”プラン 2017」に記載している各施策における目標指標について、そ

れぞれの目標値に対する令和２年度の実績値等を記載。 

○未達成の課題と今後の取組 

令和２年度の取組を振り返り、今後取り組むべき課題について記載。 

○評価結果 

施策の評価結果については、４段階評価としています。 

Ａ…施策目標の達成に向け順調に推移しており、目標達成は十分可能 

Ｂ…施策目標の達成に向け推移しているが、目標達成までは届かない可能性がある 

Ｃ…施策達成に向けた取組に対する課題が多く、施策が停滞している 

Ｄ…施策目標の達成に向けた取組を実施しておらず、抜本的見直しが必要 

 

７ 施策の評価結果 

  施策 22 項目の評価結果については、A 評価が８項目、B 評価が 14 項目となっており、

C 評価及び D 評価はありませんでした。 

「施策達成に向けた取組に対する課題が多く、施策が停滞している」とするＣ評価はな

かったものの、今後も引き続き点検・評価を継続し、目標達成に向けて取り組んでいきた

いと考えています。 

以下、施策ごとの令和２年度の具体的な取組と成果、目標指標の達成状況、評価結果な

どについて報告します。 
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施策名と評価一覧  

基本目標

施策名 目標
指標数

本年結果
（R２年
度分）

昨年結果
（Ｒ元年
度分）

担当課
ページ

数

Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進

1 確かな学力の育成 5 B B 学校教育課 P8

2 豊かな心の育成 4 A B 学校教育課 P10

3 健やかな体の育成 4 A A 学校教育課 P12

4 特別支援教育の充実 3 A A 学校教育課 P14

5 生徒指導の充実 2 B B 学校教育課 P16

6 幼児教育の充実 1 A A 学校教育課 P18

7 教育の国際化・情報化の推進 2 A B 学校教育課 P20

Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進

1 豊かな教育環境の整備 1 B B 学校教育課 P23

2 教職員の意識改革と資質能力の向上 2 B B 学校教育課 P24

3 地域とともにある学校づくりの推進 2 A A 学校教育課 P26

4 安全・安心な学校づくりの推進 4 B B 学校教育課
教育総務課 P28

5 地域に根ざした豊かな学校給食の推進 1 B B 体育保健課 P30

Ⅲ 社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成

1 学ぶ意欲を支える社会教育施設の整備と活用 2 B B 社会教育課 P33

2 2 B B 社会教育課 P34

3 「地域協育」・「地域協働」の推進 2 A A 社会教育課 P35

4 子ども・若者に生きる喜びを伝える 2 A A 社会教育課 P36

Ⅳ 人権を尊重するまちづくりの推進

1 学校における人権教育の推進 1 B A 学校教育課 P38

2 地域における人権教育の推進 2 B B 社会教育課 P40

Ⅴ 市民文化の創造と文化財・伝統文化の保存・継承と活用

1 3 － B 社会教育課 －

2 文化財・伝統文化の保存・継承と活用 3 B A 社会教育課 P42

Ⅵ 健康で心豊かな活気あふれるスポーツの振興

1 生涯スポーツの推進とスポーツ施設の効果的な活用 1 B B 体育保健課 P45

2 競技スポーツの向上と子どものスポーツ機会の充実 1 B B 体育保健課 P47

Ⅶ 市民に開かれた教育行政の推進

1 教育委員会及び事務局の機能充実 3 B B 教育総務課 P49

情報化社会に対応し、力強く生きるための学習機会の提供

文化芸術活動の推進による心豊かなひとづくり（組織改編により削除）
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

（関連した写真）

学校教育

遠隔授業の様子 タブレット端末を活用した授業

４　特別支援教育の充実

５　生徒指導の充実

６　幼児教育の充実

７　教育の国際化・情報化の推進

Ⅰ　「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進

（関連した写真）

学校教育

1　確かな学力の育成

２　豊かな心の育成

３　健やかな体の育成
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

基本目標 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 担 当 課

施　　策 1 確かな学力の育成 学校教育課

（１）「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「学ぶ意欲」を育成する「わかる授業」の創造
　　①　学校全体で取り組む組織的な授業改善
　　②　一時間目標達成型授業の実践
　　③　主体的・対話的で深い学びの創造
　　④「ふるさと創生」を核とした総合的な学習の時間の充実　…　「ふるさと創生祭」の実施
（２）家庭と協働した家庭学習の充実
　　①　授業と連動した家庭学習の内容の充実
　　②　家庭学習の時間の確保

（１）「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「学ぶ意欲」を育成する「わかる授業」の創造
　①学校全体で取り組む組織的な授業改善　②一時間目標達成型授業の実践　③主体的・対話的で深い学びの創造
　　・市教委が示した「佐伯市学力向上プラン」に基づき、各校が学力向上プラン及び授業改善テーマを作成し、
　　　組織的に授業改善に取り組んだ。
　　・指導主事の学校訪問による授業改善への指導・助言。（定期訪問：年2回・全校、要請訪問：年間４７回）
　　・授業力向上アドバイザー（小学校2人・中学校１人）による学校訪問・助言。（要請：年間８６９時間）
　　・渡町台小学校への訪問指導（年間５回）
　【各種調査結果概要】
　　○全国学力・学習状況調査(小６・中３)(全国の平均正答率との比較）　※P･･･ポイント
　　　・令和２年度は、実施なし。
　　○Ｒ２大分県学力定着状況調査（６/２４～２５：小５・６/２２：中２）（目標値との比較）
　　　・小学校　国語（＋１.5.P）算数（＋０.８P）理科（－0.９P）
　　　・中学校　国語（＋９.１P）社会（＋６.１P）数学（＋８.０P）理科（＋１.３P）英語（＋５.９P）
　　　小学校理科以外は目標値を上回った。
　　　※新型コロナウイルス感染症に伴う臨時休業を考慮し実施の判断は市町村が行った。
　　○R２佐伯市学力定着状況調査（12/17：小１～中２）（全国の平均正答率との比較）
　　　・小学校１年　国語（＋0.5P）算数（＋0.9P）
　　　・小学校２年　国語（－5.3P）算数（－6.4P）
　　　・小学校３年　国語（－2.2P）算数（－1.9P）理科（－4.0P）
　　　・小学校４年　国語（－1.7P）算数（－0.9P）理科（－4.0P）
　　　・小学校５年　国語（－4.2P）算数（－3.6P）理科（－5.4P）
　　　・小学校６年　国語（－1.4P）算数（＋1.6P）理科（－1.4P）
　　　・中学校１年　国語（＋4.6P）社会（＋5.4P）数学（＋5.9P）理科（＋5.0P）英語（＋5.9P）
　　　・中学校２年　国語（＋3.9P）社会（＋1.8P）数学（＋5.4P）理科（＋3.6P）英語（＋3.6P）
　　　小学校は、１６項目中４項目で全国平均を上回り、中学校は、１０項目中１０項目で全国平均を上回った。
　　○2月に佐伯市学力定着状況調査の結果を小･中学校に周知した。また、小・中連携カリキュラム作成会議に
　　　おいて今後の学力向上対策について説明する中で、佐伯市内小・中学校の学力の現状課題を克服するため
　　　の取組や検証方法を明確に示した。
　④「ふるさと創生」を核とした総合的な学習の時間の充実
　　・学校を核としたふるさと創生「構想図」を作成した。（令和2年4月に各小・中学校に配布）
　　・「13年間を見通した幼児教育・生活科・総合的な学習の時間における資質・能力系統表」（※１）に基
　　　づく各校の系統表やカリキュラムを作成し、それに基づくふるさとをテーマとした授業に取り組んだ。
　　・新型コロナウイルス感染拡大防止策として、ふるさと創生祭を令和３年度に延期した。市内小・中学校に
　　　おいて「ふるさと佐伯」の「ひと・もの・こと」（地域資源）にスポットを当てた授業実践を行った。
（２）家庭と協働した家庭学習の充実
　　・家庭学習の状況について指導主事が学校訪問等で定期的に聞き取りを行い、指導・助言した。学校は
　　　実情に応じて、家庭学習の手引きの作成・活用や保護者がコメントする等の活動により取組の充実を
　　　図った。

【主な事務事業】

○佐伯市学力向上実践研究事業　　13,062千円
　・授業力向上アドバイザー（３人）、習熟度別指導推進教員（２人）の配置
　・佐伯市学力定着状況調査の実施
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

指　　標　　名 基準値
R2年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

「授業がよくわかる」と回答する児童生徒の
割合

小 41.4%
H27

実施なし 45%

中 28.5% 実施なし 35%

全国学力・学習状況調査の正答率における全
国値との比較（小6・中3）

小 -2.3
H27

実施なし +2.5

中 -6.7 実施なし +2.5

大分県学力定着状況調査の正答率における目
標値との比較

小 +17.5
H27

+2.3 +18.8 12.2%

中 +7.8 +17.1 +10.0 171.0%

総合的な学習の時間に地域や社会で起こって
いる出来事を取り扱った学校の割合

85% H27 87.0% 90% 96.6%

目標とする家庭学習時間を上回る児童生徒の
割合（小：1時間以上、中：2時間以上）

小 73.1%
H27

70.7% 80% 88.4%

中 36.5%

【用語解説】

（※１）「13年間を見通した幼児教育・生活科・総合的な学習の時間における資質・能力系統表」

　生活科及び総合的な学習の時間を要に、地域の「ひと・もの・こと」を活用しながら、地域活性
化の取組をとおして、児童生徒にふるさとへの愛着や誇りをはぐくみ、ふるさとの未来を創造する
資質・能力を育成することを目的に、佐伯で過ごす幼稚園生から高校生までの13年間を見通して付
けたい資質・能力を系統表として一覧にまとめたもの。

32.0% 50% 64.0%

　○「新大分スタンダード」に基づく授業改善は着実に進んでいるが、学習内容の定着・習
　　熟に課題が残る。
　○「令和３年度佐伯市学力向上プラン」「令和３年度佐伯市学力向上実践研究事業実施要
　　項」等に沿った、付けたい力を意識した組織的な学力向上策を講じていく必要がある。
　○各中学校区で連携した学力向上に向けた取組を推進し、授業力向上、定着・習熟を意識
　　した計画的・継続的な学力向上対策を行う。
　○授業力向上アドバイザーや習熟度別指導推進教員を核とした、個々の授業力向上を図る
　　ための授業研究、研修等の取組を継続するとともに若手人材の育成を図る。
　○小学校の学力定着状況について、各教科の領域や内容の観点から分析し、改善策を提示
　　することによって、各学校の具体的な指導改善につなぐ。
　○中位層、下位層への個に応じた弱点補強の指導や、上位層への活用問題の指導、授業と
　　家庭学習の連動に問題データベース等を活用し、家庭学習時間増に向けた取組を行う。

評価結果

B
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

基本目標 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 担 当 課

施　　策 2 豊かな心の育成 学校教育課

（１）道徳教育の充実
　　①　学校の教育活動全体を通じた道徳性の育成
　　②　道徳の時間で考え、議論する授業の実践
（２）豊かな体験活動の推進
　　①　福祉体験活動や自然体験活動の実施
（３）読書活動の推進
　　①　全校一斉読書・読み聞かせの実施、佐伯市「読書の日」の設定
（４）勤労観・職業観の育成
　　①　児童生徒の発達段階に応じたキャリア教育の推進

（１）道徳教育の充実
　①学校の教育活動全体を通じた道徳性の育成
　　・全ての学校の教育課程に道徳教育の全体計画と年間指導計画を位置付け、道徳教育推進教師を中心に学校の
　　　教育活動全体を通じた指導を徹底した。
　②道徳の時間で考え、議論する授業の実践
　　・各学校で道徳科の授業研究等を実施。道徳科に係る指導主事の要請は１校。
　　・「道徳教育実践力向上協議会」「道徳教育推進教師協議会」→令和２年度は実施なし
　　・「特別の教科　道徳」の指導方法について、学校間や教員間に差が見られることが課題。
　　　佐学研道徳部会と連携し指導法の共有、実践を積み重ね、授業改善を進めた。
　　・年間35単位時間（小1は34時間）の量的確保ができた。年間標準時数に対する実施率の市平均　100％
（２）豊かな体験活動の推進
　①福祉体験活動や自然体験活動の実施
　　・全小中学校の校務分掌に位置付いている「地域との連携推進担当」を中心に、地域協育コーディネーターと
　　　連携し、地域や児童生徒の実態に応じて、地域の「ひと・もの・こと」を生かした体験活動が行われた。
　　・市内の学校で行われた体験活動の例
　　　伝統芸能（杖踊り、堅田踊り等）の体験【5校】、米作り体験【10校】、椎茸などの栽培【4校】
　　　鮎かけ、川遊び、林業体験、登山
（３）読書活動の推進
　①全校一斉読書・読み聞かせの実施・佐伯市「読書の日」の設定
　　・学校図書館支援員（10名）の配置と、支援員間のサポート体制の充実により、全小中学校で学校図書館の
　　　環境整備、図書台帳のデータベース化が進んだ。（31校中31校終了：完了率100％）
　　　１ヶ月に３冊以上本を読む児童生徒の割合…小：(R1)69%→(R2)75%　中：(R1)40%→(R2)34%
　　・こぐま号の活用（月２回各小学校を訪問）
　　・学校図書館を活用した授業の実施状況
　　　小学校　国語：100％、社会：95％、特別活動：42％、総合的な学習の時間：89％
　　　中学校　国語：  92％、社会：75％、美術：58％、特別活動：50％、総合的な学習の時間：83％
（４）勤労観・職業観の育成
　①児童生徒の発達段階に応じたキャリア教育の推進
　　・全小中学校でキャリア教育担当を校務分掌に位置付け、全体計画を作成し、計画的な取組がなされた。
　　　各学校の実情に応じて、地域ボランティアや社会奉仕にかかわる体験活動、清掃等を異年齢集団で行う縦割
　　　り班活動などが行われた。
      ・職場体験学習　…　新型コロナウイルス感染症対策のため、令和２年度は実施なし。
      ・職業人講話の実施　　…　小学校：１０／１９校、中学校：１２／１２校。

【主な事務事業】

○ 学校教育一般管理事業　297千円       （関連）教育総務課人事管理費　　19.075千円
　・学校図書館支援員の配置（1０人）。配置校を拠点に管内全小中学校をカバー。学校図書館を活用した授業づく
　　り支援。情報共有や状況確認のための連絡会を月に1回程度開催。
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

指　　標　　名 基準値

R2年度 R3年度
達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

道徳の時間に外部人材を活用した学校の割合 51% H27 55% 60% 91.7%

体験活動を年間35単位時間以上実施した学校の割合 62% H27 73% 70% 104.0%

1か月に3冊以上本を読む児童生徒の割合
小 71.8%

H27
75% 75% 100.0%

中 35.7% 34% 40% 85.0%

○道徳科の授業では、いじめ・不登校の問題解決に向けて、身近な事象と教材とをつなぐ工夫
　を重視するとともに、自分の考え方や行動の仕方を友だちと話し合うことにより、今の自分
　の課題やよさに気付いたり、より良い考え方を生み出したりする授業展開を充実させる必要
　がある。
○学校図書館司書補を有効に活用し、学校支援をさらに厚くし、学級担任との連携のもと、学
　校図書館を活用した授業実践の充実に繋げていく必要がある。
○授業等で新聞を活用するNIEの取組を進めていく。
○佐伯市産業教育促進協議会との連携を深め、ふるさと創生の観点も踏まえて、職場見学、
　職場体験等により積極的に取組んでいく必要がある。

評価結果

A

「将来に夢や目標がある」と回答する生徒の割合 75.6% H27 73% 80% 91.3%
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

基本目標 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 担 当 課

施　　策 3 健やかな体の育成 学校教育課

（１）健康教育の推進
　　①　基本的な生活習慣の定着
　　②　薬物乱用防止教育や性教育の充実
（２）望ましい食習慣の形成を図る食育の推進
　　①　栄養教諭等の専門性を活かした望ましい食習慣の形成
　　②　食のまちづくりを目指した「弁当の日」等の取組
（３）学校体育の充実
　　①　体力向上を図る「一校一実践」の取組
　　②　運動好きな子を育てる体育科授業の実践
（４）中学校運動部活動の活性化
　　①　部活動に係る環境整備

（１）健康教育の推進
　①基本的生活習慣の定着
　　○学校とPTAが連携し、学校ごとに「早寝・早起き・朝ご飯」等の取組を実施。
　　○フッ化物洗口（※１）実施校　･･･　幼・小・中学校　11園31校全校実施。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 実施率（市：100％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 実施児童生徒割合（市：小学校93.6％、中学校84.4％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で県は未調査
　　　・12歳児平均むし歯本数は、0.93本（令和元年度：県内２位）に減少。（令和２年度未発表）
　②薬物乱用防止教育や性教育の充実
　　○薬物乱用に関する学習の実施状況･･･中学校  100％実施
　　○薬物乱用防止教室の実施状況　　･･･小学校　7／１９校、中学校　11／１２校
　　○発達段階に応じた性教育講演会の実施　･･･　中学校　7／12校
（２）望ましい食習慣の形成を図る食育の推進
　①栄養教諭等の専門性を活かした望ましい食習慣の形成
　　○「栄養教諭を活用した食育推進事業」により栄養教諭の派遣
　　　・配置３人（佐伯小・蒲江翔南小・直川小）：派遣回数　延べ9４回（授業や給食指導、PTAでの講話等）
　②食のまちづくりを目指した「弁当の日」等の取組
　　○「佐伯市食のまちづくり条例」に基づいた食育の推進
　　　・「食に関する指導」の全体計画の作成（小中学校　100%）
（３）学校体育の充実
　①体力向上を図る「一校一実践」（※２）の取組　②運動好きな子を育てる体育科授業の実践
　　○「体力向上プラン」･･･全小中学校が作成。実情に応じた「一校一実践」の取組
　　○体育専科教員の配置（２人配置（鶴岡小・佐伯小））･･･１２１回の学校派遣
　　○中学校体力向上推進校（東雲中）･･･体育推進教員を位置付け、運動の日常化の取組
　　○児童生徒の体力・運動能力等調査結果　　（新型コロナウイルス感染拡大防止により未調査）
　　・全国平均以上の割合
　　・運動への愛好度･･･小学生（男子68.78％　女子54.8％）、中学生（男子64.9％、女子45.6％）
（４）中学校運動部活動の活性化
　①部活動に係る環境整備
　　○複数校合同チームの編成〔３チーム〕：野球（４校２チーム）・ソフトボール（２校１チーム）
　　○部活動休養日確保：原則平日１日と土日に１日を休養日の実施率１００％
　　○部活動指導員の導入：６名（鶴谷、佐伯城南、佐伯南、彦陽・昭和、宇目緑豊、蒲江翔南）

【主な事務事業】

○子どもの歯の健康づくり推進事業　4,913千円
　・児童生徒の歯の健康増進を目的としたフッ化物洗口の全幼稚園、小中学校実施。（４３施設）
○体力アップおおいた推進事業（県委託事業）
　・中学校体力向上推進校（東雲中）を指定し、運動の日常化と体力向上の取組モデルをつくる。（５年目）
　・体育専科教員活用推進校（鶴岡小８年目・佐伯小３年目）を指定し、体育専科教員を配置し、その専門性を
　　生かした指導の推進を図るとともに、管内へ巡回を行い、体育授業力の向上を図る。
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

薬物乱用防止教室を実施している小学校の割合 35% H27 37% 50% 74.0%

「弁当の日」を実施している学校の割合 49% H27 57% 55% 103.6%

全国体力・運動能力、運動習慣等調査における全
国・県平均以上の項目の割合

59% H27 実施なし 65% 89.0%

「体育の授業が楽しい」と回答する児童生徒の割合 64% H27 59% 65% 91.0%

（※２）「一校一実践」

　各小・中学校において、学校の実情に応じて、全校で取り組む体力向上のプログラムのこと。

○運動する子としない子の2極化が課題で一校一実践や体育の授業で運動機会の創出を図る。
○50ｍ走やシャトルラン、立ち幅跳びの測定値が全国平均より低いので、全職員が問題意識を
　持って、体育授業の導入時に走運動を取り入れる等の工夫をし、課題解決を図る。
○学年があがるにつれて女子の運動愛好度が低くなり、体力向上につながっていない。興味・
　関心を高め、意欲的に取り組める体育授業の在り方を検証・実施する。
○部活動指導員６名配置を継続とすることで、指導内容の充実と競技力の向上を図る。
○部活動指導員の活用で教職員の時間外勤務時間の減少を図る。
○部活動の地域移行について、検討していく必要がある。

評価結果

A
【用語解説】

（※１）フッ化物洗口

　一定濃度のフッ化ナトリウム溶液(5-10ml)を用いて、1分間ブクブクうがいを行う方法で、永久
歯のむし歯予防手段として有効とされている。本市では、平成30年度から全ての幼稚園から中学校
において実施することとしている。
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

基本目標 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 担 当 課

施　　策 4 特別支援教育の充実 学校教育課

（１）「佐伯市子ども特別支援ネットワーク」の充実
　　①　教育・保健・福祉・医療等の関係機関との連携の強化
　　②　学校メディカル・サポートの実施
　　③　特別支援教育支援員の資質・能力の向上
（２）佐伯市就学支援委員会による適切な就学支援
　　①　子ども・保護者の願いを尊重した適切な就学支援の実施
　　②　特別な教育的支援を要する幼児児童生徒の理解の共有
（３）合理的配慮・ユニバーサルデザインの普及
　　①　特別支援教育コーディネーターを核とした校内体制の確立
　　②　ユニバーサルデザインの良さを取り入れた学級・授業づくり
　　③　合理的配慮・ユニバーサルデザインに基づく環境整備

〔参考〕知的障がい児学級25学級（小15校、中10校）自閉症・情緒障がい児学級10学級（小7校、中3校）
　　　　通級指導教室（小5校）

（１）「佐伯市子ども特別支援ネットワーク」の充実
　①教育・保健・福祉・医療等の関係機関との連携の強化　②学校メディカル・サポート（※１）の実施
　③特別支援教育支援員の資質・能力の向上
　　○佐伯市子ども特別支援ネットワーク整備事業
　　　・個別支援チームの実働　10回　・学校メディカル・サポート　1回
　　　・特別支援教育支援員の配置　37人（小学校１8校、中学校7校）
　　　・就学前の発達障がい等の教育相談　・５歳児検診後のフォローの充実
　　　・「相談支援ファイル『きずな』」の配布累計　26６人　特別支援教育支援員研修　年3回実施
（２）佐伯市就学支援委員会（※２）による適切な就学支援
　①子ども・保護者の願いを尊重した適切な就学支援の実施
　②特別な教育的支援を要する幼児児童生徒の理解の共有
　　・佐伯市就学支援委員会　年２回開催　　・５歳児健診での発達相談　１９件
（３）合理的配慮（※３）・ユニバーサルデザイン（※ 4）の普及
　①特別支援教育コーディネーターを核とした校内体制の確立
　  ・特別支援教育コーディネーター研修年1回実施（佐伯支援学校教諭、臨床心理士による講義、指導主事による
　　  講義・説明）
　②ユニバーサルデザインの良さを取り入れた学級・授業づくり
　　・学校訪問等の授業観察を通じて、年間を通して学校に指導・助言
　③合理的配慮・ユニバーサルデザインに基づく環境整備
　　・学校に特別支援学級・普通学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒への「個別の指導計画」
      （特別支援学級在籍　児童生徒作成率１００％、通常学級在籍幼児児童生徒作成率86％）（※ 5）
　　　「個別の教育支援計画」（特別支援学級在籍児童生徒作成率100％、通常学級在籍幼児児童生徒作成率
　　　71％）（※６）を要請し、教育環境や指導体制の整備を図った。

【主な事務事業】

○子ども特別支援ネットワーク整備事業　　102千円　　（関連）教育総務人事管理費　　76,698千円
　・佐伯市子ども特別支援ネットワークの構築　・特別支援教育支援員の配置
　・学校メディカル・サポートの実施

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

「個別の教育支援計画」を作成している学校の割合 65% H27 58% 75% 77.0%

「学校に行くのは楽しい」と回答する児童生徒の割合 86% H27 83% 90% 92.0%

相談支援ファイル「きずな」の配布数 累計197冊 H27 累計266冊 累計220冊 121.0%
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

４　未達成の課題と今後の取組

（※４）ユニバーサルデザイン

○特別支援教育コーディネーターと、特別支援教育支援員の専門性の向上を、効果的な研修を
　行うことでニーズに合った支援の充実を図る。
○通常学級における支援の必要な児童・生徒への個別の指導計画・支援計画作成について、
　学校訪問や研修等で指導を行い全員の作成を図る。

評価結果

Ａ
【用語解説】

（※１）「学校メディカル・サポート」

　佐伯市子ども特別支援ネットワーク整備事業の一環として、医師等を招へいし、医療的立場から
の助言を仰ぐことにより、佐伯市在住の発達障がいを含めた障がいのある児童に対する支援の充実
を図る取組。

　幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応して、指導目標や指導内容・方法を盛り込んだ指導
計画。例えば、単元や学期、学年ごとに作成され、それに基づいた指導が行われる。

（※６）「個別の教育支援計画」

　一人一人の障がいのある子どもについて、乳幼児期から学校卒業後までの一貫した長期的な計画
を学校が中心となって作成。作成に当たっては関係機関との連携が必要。また保護者の参画や意見
等を聴くことなどが求められる。

（※２）佐伯市就学支援委員会

　医師、臨床心理士、保健師、学校関係者、保健・福祉関係者等の専門的知識を有する者で構成す
る教育委員会の諮問機関であるとともに、適切な就学支援のための調査・審議機関。平成26年度
に、「佐伯市適正就学指導委員会」から改称。事務局は、教育委員会学校教育課。

（※3）合理的配慮

　障がい者から何らかの助けを求める意思の表明があった場合、過度な負担になり過ぎない範囲
で、社会的障壁を取り除くために必要な便宜のことである。障害者権利条約第２条に定義がある。
障がい者一人一人の必要性や、その場の状況に応じた変更や調整など、それぞれ個別な対応とな
る。障がい者が合理的配慮を求めた場合、その要求は広く一般の人に法的拘束力を持つ。過度の負
担がある場合のみ、提供しなくてもよい。

　Universal Design 。文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障がい・能力の如何を問
わずに利用することができる施設・製品・情報の設計（デザイン）をいう。教育界では、誰にでも
わかりやすく、安心して参加できる学習環境づくりの視点として、広がりを見せている。

（※５）「個別の指導計画」
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

基本目標 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 担 当 課

施　　策 5 生徒指導の充実 学校教育課

（１）自己指導能力の育成
　　①　生徒指導の３機能を核とした教育活動の展開
　　②　自己指導能力の育成をめざした積極的生徒指導の推進
（２）不登校児童生徒への対応
　　①　コミュニケーション能力の育成等の未然防止の取組
　　②　適切な初期対応や復帰支援の推進
（３）いじめ解消に向けた取組の推進
　　①　「いじめは絶対に許されない」という意識の醸成
　　②　適切な初期対応
　　③　「さいきドリーム・プロジェクト」による協働的な取組
（４）教育支援センターの機能充実
　　①　教育相談支援体制の整備・充実
　　②　不登校児童生徒の学校復帰に向けた支援の充実

（１）自己指導能力の育成
　①生徒指導の３機能（※１）を核とした教育活動の展開
　　・学校訪問を通して「新大分スタンダード」（※２）に基づいた授業づくりについて指導・助言  全校実施
　②自己指導能力（※３）の育成をめざした積極的生徒指導の推進
　　・生徒指導主任会（年２回）を活用した情報共有、小中の連携。
（２）不登校児童生徒への対応
　①コミュニケーション能力の育成等の未然防止の取組
　　・不登校対応対策教員研修生による構成的グループエンカウンター（※４）やソーシャルスキルトレーニング
        （※５）の研究と生徒指導主任会での提案（年１回）
　②適正な初期対応や復帰支援の推進
　　・スクールソーシャルワーカー（※６）の全中学校配置（４名、中学校区内小学校も対応）
　　・対応件数　児童生徒の課題解決に向けて取り組んだ件数…   3,048件(Ｒ１)⇒3,032(Ｒ２)
　　　　　　　　学校・家庭・関係機関等への訪問回数　　　…　1,744件(Ｒ１)⇒1,626(Ｒ２)
（３）いじめ解消に向けた取組の推進
　①「いじめは絶対に許されない」という意識の醸成
　　・全教職員対象のいじめ問題に関する視点調査の実施（年２回）
　　　「いじめ対策組織の中で教職員自身が自分の役割を認識しているか」理解度97%(Ｒ1)⇒95%(R2)
　　・いじめ認知件数　1,370件(Ｒ１)⇒1218件(Ｒ２)、解消率　84.1％(R1)⇒73.4％(Ｒ２)
　　・スクールロイヤー（※７）の活用
　　　いじめ予防授業16校(R1)⇒17校(Ｒ2)・教職員研修14校(R1)⇒7校(Ｒ2)
　②適切な初期対応
　　・生徒指導主任会（年２回）を活用したいじめ問題への組織的な対応についての研修
　　　「学校でのいじめ事案の対処の在り方を理解している教職員」対応理解度97%(R1)⇒96％(R2)
　③「さいきドリーム・プロジェクト」（※８）による協働的な取組
　　・「さいきドリームプロジェクト」会議の開催（年3回）
　　・佐伯市いじめアンケート及びケータイ・スマホアンケートの実施（年1回）
　　・保護者への「いじめに関する意識等のアンケート」（年1回）
（４）教育支援センターの機能充実
　①教育相談支援体制の整備・充実　②不登校児童生徒の学校復帰に向けた支援の充実
　　・教室「グリーンプラザ」…来所相談858件(R1)⇒1,232件(Ｒ2)、電話相談358件(R1)⇒379件(Ｒ2)
　　　　　　　　　　　　　　　訪問相談　20件(R1)⇒29件(R2)
　　・学校支援チーム専門相談員対応件数　…　404件(R1)⇒309件(R2)
　　・地域児童生徒支援コーディネーターの活用
　　　教育相談コーディネータ研修会・スクール・メンタルケア推進・充実事業運営協議会での実践発表(年2回)

【主な事務事業】

○スクール・メンタルケア推進・充実事業　　10.848千円　　（関連）教育総務人事管理費　5780千円
　・教育支援センター教室「グリーンプラザ」の運営。
○学校問題解決支援事業　101千円　　（関連）教育総務人事管理費　1.845千円
　・専門相談員の配置。学校支援チーム（専門家チーム・対策チーム）の設置。
○大分県スクールカウンセラー（※９）配置事業（県事業）
○地域児童生徒支援コーディネーター配置事業（県事業）
○スクールソーシャルワーカー派遣事業（国・県事業）
〇スクールロイヤー活用事業（国・県事業）
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

「学校の規則を守れている」と答えた児童生
徒の割合

小 42.4%
H27

R1(48.5%) 45% 107.7%

中 63.1% R1(62.7%) 65% 96.4%

不登校児童生徒の割合
（年間30日以上欠席）

小 0.54%
H27

1.27% 0.40% 31.5%

中 2.31% 4.25% 2.15% 50.5%(※10)

・いじめの重大事態の定義と対処についての具体例をもとにした研修の場の設定が必要であ
　る。
・児童虐待対応への対応を理解するための管理職や生徒指導主任対象の研修が必要である。
・不登校児童生徒への支援として、佐伯市教育支援センター教室「グリーンプラザ」の機能
　を強化するため、家庭や学校への訪問指導の拡充等の通した児童・生徒・保護者のニーズ
　の掘り起こしが必要である。
・いじめ・不登校の解決に向けて、道徳授業の充実を図る。

評価結果

【用語解説】

（※１）生徒指導の３機能

　生徒指導に関する学校・教職員向けの基本書として文部科学省がまとめた「生徒指導提要」
（H22）の中で、日々の教育活動において特に留意することが求められるとしている3つの機能。
その機能は、①児童生徒に自己存在感を与えること、②共感的な人間関係を育成すること、③自己
決定の場を与え自己の可能性の開発を援助すること　の3点とされている。

Ｂ

　法的側面からのいじめ予防教育や生徒指導に関する学校からの法的相談への対応等の業務を行
う、法律の専門家のこと。

（※２）「新大分スタンダード」

　大分県教育委員会が、学校での魅力ある授業を行うために、基礎的・基本的な知識・技能の確実
な定着に加え、「学びに向かう力」と思考力・判断力・表現力の育成を目指す授業の、基本的な流
れや内容を示したもの。

（※３）自己指導能力

　自己をありのままに認め（自己受容）、自己に対する洞察を深めること（自己理解）、これらの
基盤に自ら追求しつつある目標を確立し、また明確化していくこと。この目標の達成のため、自発
的・自律的に自ら行動を決断し、実行する能力（「生活体験や人間関係を豊かなもにとする生徒指
導」生徒指導資料第20集：S63.3月文部省）

（※４）構成的グループエンカウンター

　エンカウンターとは、その時の気持ちを表現し合い、それを互いに認め合う体験のこと。その体
験が、自己や他者への気付きを深め、他者とともに生きる喜びや、主体的に生きようとする気持ち
を育てる。構成的グループエンカウンターとは、リーダーの指示した課題をグループで行い、その
時の気持ちを率直に語り合うこと「心と心のキャッチボール」を通して、徐々にエンカウンター体
験を深めていくもの。

（※８）「さいきドリーム・プロジェクト」

　佐伯教育事務所・佐伯市教育委員会・佐伯市ＰＴＡ連合会・佐伯市校長会の４者が協同して、佐
伯市内の児童生徒の生徒指導上の諸問題を解決するために立ち上げた取組。平成24年度（2012年
度）、25年度（2013年度）は、本市の全児童生徒に向けて、いじめや不登校をなくすためのア
ピール文を発信した。平成27年度（2015年度）は、携帯電話やスマートフォン、SNSをめぐるト
ラブル解消のアピール文を発信し、平成28年（2016年）５月１日から、夜９時から朝７時までの
メール等の返信や応答を減らす取組として、「９to７ルール（ナイン・トゥ・セブン・ルール）」
を提言。

（※９）スクールカウンセラー
　教育機関において心理相談業務に従事する心理職専門家のこと。

（※10）不登校児童生徒の割合（年間30日以上欠席）の達成率の計算式はｂ／aで計算。

（※５）ソーシャルスキルトレーニング

　社会の中で自立し主体的であるとともに、他の人との協調を保って生きるために必要とされる生
活上の能力（ソーシャルスキル：社会技能）を身に付けるための訓練。幼児教育や発達障がいの指
導、統合失調症のリハビリなどにも利用される。

（※６）スクールソーシャルワーカー

　児童生徒の家庭環境による問題等に対処するため、関係機関と連携したり、教員を支援したりす
る福祉の専門家のこと。原則として、社会福祉士か精神保健福祉士などの資格を必要とする。

（※７）スクールロイヤー
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

基本目標 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 担 当 課

施　　策 6 幼児教育の充実 学校教育課

（１）幼稚園教育の充実
　　①　佐伯市幼稚園教育指導方針に基づいた保育の質の向上
　　②　「アプローチカリキュラム」の実働
（２）幼稚園と保育所・認定こども園及び小学校との連携の推進
　　①　保育所・認定こども園との交流の充実
　　②　「スタートカリキュラム」との連動を推進

（１）幼稚園教育の充実
　①佐伯市幼稚園教育指導方針に基づいた保育の質の向上
　　・方針に基づいた教育課程の編成・実施し、質の高い保育が展開できるよう、指導・助言を行った。
　　・渡町台幼稚園・よのうづ幼稚園・鶴岡幼稚園で預かり保育を実施し、子育て支援を行うことができた。
　　・「佐伯市立幼稚園及び保育所のあり方についての実施計画書」に基づき、佐伯市立幼稚園の 今後のあ
　　　り方について、こども福祉課及び幼稚園部会代表者と検討を進めることができた。
　　・幼稚園教員研修･･･例年、公立の幼稚園教員に加え、私立幼稚園やこども園、保育所等にも参加して
　　　もらっているが、新型コロナウイルス感染症対策のため未実施。
　 ②「アプローチカリキュラム」（※１）の実働
　　・令和３年度に向けて、「３つの資質・能力」「10の姿」を意識した「アプローチカリキュラム」に
　　　改訂できるよう、全園への研修支援を行った。（計７回）

（２）幼稚園と保育所・認定こども園及び小学校との連携の推進
　①保育所・認定こども園（※２）との交流の充実
　　・子どもの育ちをつなぐ連携が図られるように、こども福祉課と継続した協議を続けている。
　　　また、今後の５歳児の受入れの拡大に向けて、民生福祉会（全５園・延べ４５名）の保育士を対象と
　　　した研修支援（９０分の講義を２回）を行うことができた。
　②「スタートカリキュラム」（※３）との連動を推進
　　・幼小の連絡会議や園児の体験入学、交流活動等についてのよのうづ幼稚園の研究に関わり、相互に
　　　メリットのあるものとなるよう助言した。研究成果を県の協議会で発表してもらうことができた。

【主な事務事業】

○幼稚園教育一般管理事業　57千円（一部）
　・幼稚園教員研修（年１回）

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

幼稚園の「学校関係者評価」の実施率 78% H27 100% 90% 111.0%

○新型コロナウイルス感染症対策のため、幼稚園教員等への研修会や幼小交流会が実施しにく
   い状況が続いている。「佐伯市立幼稚園教育指導方針」に基づく指導の充実を図るため、
   各園の実態に応じた個別の研修支援を行う必要がある。
○幼児教育の一層の充実をめざし、今後もこども福祉課と連携しながら、市内の幼児教育施設
    の職員を対象にした研修の充実を図る必要がある。
○「佐伯市立幼稚園及び保育所のあり方についての実施計画書」に基づき、佐伯市立幼稚園の
    今後のあり方について検討を進めていく。

評価結果

Ａ
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

（※２）認定こども園

　就学前の子どもに教育と保育を一体的に提供する他、地域の子育て家庭に対する支援を行う施
設。認定こども園は、母体となる施設によって、「幼保連携型」、「幼稚園型」、「保育所型」、
「地方裁量型」の4つのタイプがある。

（※３）「スタートカリキュラム」

　小学校に入学した児童が、スムーズに学校生活に適応していけるように編成した第１学年入学当
初のカリキュラムのこと。生活科を中核として展開されることが多い。

【用語解説】

（※１）「アプローチカリキュラム」

　就学前の幼児が、小学校の生活や学習に適応できるようにするとともに、幼児期の学びを小学校
教育につなげるために作成する、幼児期の教育終了前のカリキュラムのこと。
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和2年度の主な取組と成果

基本目標 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 担 当 課

施　　策 7 教育の国際化・情報化の推進 学校教育課

（１）外国語教育の充実
　　①　コミュニケーション能力の育成を図る授業の実践
（２）国際理解教育の充実
　　①　ALT及びAPU国際学生の積極的な活用
（３）情報教育の充実
　　①　ICT機器を活用した授業の推進
　　②　情報モラル教育の推進

（１）外国語教育の充実
　①コミュニケーション能力の育成を図る授業の実践
　　・習熟度別授業公開３回。
　　　生徒の発進力強化のための英語指導力向上事業（英語教育改善プラン推進事業）に係る公開研究発表会
　　　上堅田小で3回実施(10/27  12/7  2/12　)。
　　・佐伯市小・中学校外国語教育研修１回実施（ 2/12）。
　　・中学生・高校生の英語検定の受検…受検者（中学生：501人、高校生：360人）
（２）国際理解教育の充実
　①外国語指導助手（以下、ALT）６名配置
　　・ALTの活用：年間1147回派遣（全小・中学校、幼稚園、こども園）
（３）情報教育の充実
　①情報通信技術（以下、ICT）機器を活用した授業の推進
　　・IT（情報技術）指導員（2人）を活用し、学校のICT環境及び指導体制の整備、遠隔授業の推進に努めた。
　　・H27年夏にアカウント（※１）を取得したロイロノートスクール（※２）の活用を推進するため、情報
　　　教育担当者対象のロイロノートスクール活用研修を実施した。
　　・小学校プログラミング教育（※３）の推進のため、小学校プログラミング教育研修会を実施した。（2回）
　　・佐伯市学校ＩＣＴ環境整備促進実証研究指定校事業を実施し、松浦小・本匠小・鶴見中を実証校、佐伯小・
　　　明治小・佐伯城南中を接続校として、合計３２回接続した。
　②情報モラル教育の推進
　　・情報教育担当者会において、情報モラル（※4）に関するワークショップを行い、各学校での実践を要請
　　　した。
　　・全小中学校が作成するICTに係る校内研修計画書の中に情報モラル教育の実施を位置付けた。

【主な事務事業】

○外国人指導助手派遣事業　149千円　　（関連）教育総務人事管理費　20,782千円
　・ALT6人を採用し、小中学校に配置して、中学校は月２～４回程度、小学校は月１～
　　４回程度、幼稚園・こども園は必要に応じて派遣した。
○中学生・高校生英語検定受検促進事業　　3,210千円
　・中学生・高校生で英検受検を希望する者の費用を１人当たり年１回全額補助。
○中学生短期留学支援事業　0千円
　・外国語学習と文化交流を通してグローバル人材の育成を図ることを目的に、中学生の海外短期留学を支援。
　　中学生10名程度。留学先：台湾　実施時期：９月（新型コロナ感染症国際情勢により中止）
○青少年国際交流事業　　0千円
　・オーストラリアグラッドストン市との国際交流事業（鶴谷中・佐伯城南中）。隔年で相互交流。
　　新型コロナ感染症国際情勢により中止
　・イングリッシュキャンプ（小５・６対象）新型コロナ感染症拡大防止の観点から中止
〇佐伯市学校ＩＣＴ環境整備促進実証研究指定校事業　　3,482千円
　・松浦小・本匠小・鶴見中に遠隔テレビ会議システムに必要な機器を設置し、遠隔合同授業を実施した。
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

APU国際学生を活用している学校の割合
小 24%

H27
実施なし 28% －

中 67% 実施なし 75% －

「ICTを活用して指導できる」「ややできる」と回
答する教職員の割合

85% H26 72.6% 90% 80.7%

○中学生短期留学支援事業（台湾交流）及び青少年国際交流事業（オーストラリアグラッドス
　トン市）については、新型コロナ感染症国際情勢のため中止。今後も国際情勢から実施を検
　討。
○APUのカリキュラム変更により、平日の学生の佐伯市での活動が難しくなったため、イング
　リッシュキャンプ等での活用予定であったが、新型コロナ感染症拡大防止の観点から今年度
　中止のため、活用していない。今後も感染拡大状況から実施を検討。
〇佐伯市学校教育研究会小学校・中学校外国語部会と連携して推進校の研修内容を周知する。
○佐伯市学校ＩＣＴ環境整備促進実証研究指定校事業の成果を生かし、より学校現場の実情に
　即した遠隔授業形態を研究する必要がある。

評価結果

A
【用語解説】

（※１）アカウント

　英語で「口座」の意味。コンピューターやネットワーク上のサービスなどを使用する権利をアカ
ウントと総称する。狭義には、ID（ユーザー名、アカウント名とも呼ばれる）とパスワードの組み
合わせのことを指す。

（※２）ロイロノートスクール

　授業において、パソコンやタブレットを利用し子どもたちの発表や意見交換が双方向ででき、
「思考力」「プレゼン力」「英語４技能」の育成、向上が期待される授業支援ソフト・アプリのこ
と。

（※３）プログラミング教育
　コンピューターに動きを指示するために使われるプログラムを学ぶ教育。技術を学ぶだけでな
く、自分が求めることを実現するために必要な動作や記号を考え、組み合わせながら改善してい
く、論理的な「プログラミング的思考」を育むのがねらいとされている。新学習指導要領に盛り込
まれ、小学校でも2020年度から必修化される。

（※４）情報モラル

　人が情報を扱う上で求められる道徳。特に、情報機器や通信ネットワークを通じて他者と情報を
やり取りするにあたり、他者や自らを害することが無いよう身に付けるべき基本的な態度や考え方
のこと。
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

（関連した写真）

学校教育

コロナ禍におけるオンライン集会の様子
令和2年8月から稼働を始めた
さいき学校給食センター

４　安全・安心な学校づくりの推進

５　地域に根ざした豊かな学校給食の推進

Ⅱ　信頼と協働による学校づくりの推進

１　豊かな教育環境の整備

２　教職員の意識改革と資質能力の向上

３　地域とともにある学校づくりの推進
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和2年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

達成率

基本目標 Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進 担 当 課

施　　策 1 豊かな教育環境の整備 学校教育課

a/b

（１）特色ある学校づくりの推進
　　①　地域の核となる学校づくりの推進
　　②　「特色ある学校づくりサポート事業」の充実
（２）小中一貫教育の推進
　　①　小中一貫教育校におけるカリキュラムの整備と学びの連続性の保障
　　②　小中連携の強化による指導の一貫性の確立
（３）教育活動に専念できる教育環境づくりの推進
　　①　教職員の多忙化を軽減する取組
　　②　学校支援チームの機能充実及び市費負担教職員の拡充

（１）特色ある学校づくりの推進
　①地域の核となる学校づくりの推進
　　・全ての学校で、それぞれの地域の「ひと・もの・こと」を活用した総合的な学習の時間に取り組み、ふる
　　　さとへの愛着や誇りをはぐくんだ。
　②特色ある学校づくりサポート事業の充実
　　・Ｒ２年度から事業は廃止となった。
（２）小中一貫教育の推進
　①小中一貫教育校におけるカリキュラムの整備と学びの連続性の保障
　②小中連携の強化による指導の一貫性の確立
　　・小・中連携カリキュラム作成会議を２回（１０月、２月）開催し、中学校区ごとに学力面における課題
　　　を共有するための小・中連携カリキュラムシートを作成した。
（３）教育活動に専念できる教育環境づくりの推進
　①教職員の多忙化を軽減する取組
　　・「佐伯市立学校の教職員の在校等時間の上限等に関する方針」（R2.3）に則って、タイムレコーダーで
　　　勤務時間を把握し、出退勤時間を意識した働き方を進めた。
　　　時間外勤務時間(平均値)　小学校：33.71(R1)→25.29(R２)　中学校：42.83(R1)→34.55(R２)
　　・ノー残業デーの設定等により教職員の意識改革を図った。
　　・学校行事の精選、業務の見直しを進め、学校の負担軽減、業務改善を図る。
　②学校支援チームの機能充実及び市費負担教職員の拡充
　　・学校支援チーム専門相談員による相談・苦情等への対応…404件(R1)⇒309件(R２)

【主な事務事業】

○学校を核としたふるさと創生事業　　3.377千円

指　　標　　名 基準値
R2年度 R3年度

小 77%
H27

実施なし 85%

年度
実績値 目標値

a b

○小中連携カリキュラムシートを活用し、連続性のある学力向上・体力向上に係る取組を
　進めていく。
○学校現場における適正な勤務時間の管理と教職員の意識改革、業務改善の見直しを行い、
　「働き方改革」の取組の推進・充実を図る。
○予算体系の変更により、予算確保が困難になったため、「特色ある学校づくりサポート事
　業」はR2年度から廃止となった。
○図工・美術の非常勤講師の派遣を行ってきたが、任用資格を有する講師の減少から、講師
　を派遣できなくなったため、R2年度から事業を廃止することとなった。

評価結果

Ｂ

－

中 75% 実施なし 83% －
特色ある学校づくり実践指定校の割合
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和2年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

基本目標 Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進 担 当 課

施　　策 2 教職員の意識改革と資質能力の向上 学校教育課

（１）「芯の通った学校組織」の構築
　　①　学校の教育目標達成に向けた学校組織の確立
　　②　ミドル・アップダウン・マネジメントの実働
（２）教職員評価システムの円滑な実施
　　①　学校の教育目標と連動した教職員の目標設定と実践
　　②　目標管理と人事評価の連動による人材育成
（３）教職員研修の充実
　　①　課題解決に向けた組織的な校内研究の実践
　　②　教職員ライフステージ研修の内容の充実

（１）「芯の通った学校組織」（※１）の構築
　①学校の教育目標達成に向けた学校組織の確立　　②ミドル・アップダウン・マネジメント（※２）の実働
　　・学校訪問や校長ヒアリング等を通して、学校マネジメントの状況を把握し、課題解決に向けた指導・
　　　助言を行い、改善が図られた。
（２）教職員評価システムの円滑な実施
　①学校の教育目標と連動した教職員の目標設定と実践　②目標管理と人事評価の連動による人材育成
　　・大分県教育委員会が進める「芯の通った学校組織」に係る組織マネジメントの観点Ⅲ（主任等が効果的
　　　に機能する学校運営体制）について、学校訪問等を通して指導・助言した。
　　・観点Ⅲの達成状況：A評価64.5％　S評価35.5%。
（３）教職員研修の充実
　①課題解決に向けた組織的な校内研究の実践
　　・学力向上プランに基づき、各校の重点目標に照らして計画的に実施された。学校の要望に応じて、指導主事
　　　が訪問し、指導・助言を行った。（年間４７回）
　②教職員研修の実施
　　・幼稚園教員研修（年1回）対象：幼稚園教員　※R2年度は未実施
　　・研究主任教務主任等協議会（年２回）対象：研究主任、教務主任
　　・体育主任等研修（年１回）　※R2年度は未実施
　　・生徒指導主任・教育相談ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修（年2回）　対象：生徒指導主任、教育相談ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
　　・特別支援教育コーディネーター研修（年1回）対象：全小中学校のコーディネーター
　　・防災教育研修（年１回）　対象：防災担当
　　・情報教育担当者研修（年１回）　対象：情報教育担当

【主な事務事業】

○教職員研修充実事業　　154千円　　（関連）教育総務人事管理費　　1,608千円
　・研修指導員の配置。長期派遣研修生（体力向上）の指導。各種ライフステージ研修の実施。

指　　標　　名 基準値
R2年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

「学校運営の状況や課題を全教職員の間で共
有し、学校として組織的に取り組んでいる
か」の問いに「よくしている」と回答した学
校の割合

小 61.5%
H27

実施なし 70% －

中 84.6% 実施なし 88% －

「学校全体の言語活動の実施状況や課題につ
いて、全教職員の間で話し合ったり、検討し
たりしているか」の問いに「よくしている」
と回答した学校の割合

小 50.0%
H27

実施なし 58% －

中 61.5% 実施なし 65% －
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

４　未達成の課題と今後の取組

（※２）ミドル・アップダウン・マネジメント

　校長等管理職と教職員の中間的立場に立つミドルリーダーが、管理職の指導・助言を受けながら
学校運営にリーダーシップを発揮し、学校の重点目標や活動の方向性を教職員に周知徹底させるた
めに指導・助言などの働きかけをする。また、教職員の教育活動に対する考えを集約して管理職に
伝えたり、新たな企画立案をして具申するなど、組織の意思疎通を円滑にして学校の活性化を図る
手法のこと。

○令和2年度の全国学力学習状況調査については、新型コロナウイルス感染症に係る学校教育
　への影響等を考慮し中止となったため、実績値は未記入となっている。
○「芯の通った学校組織」の確立を図り、効率的効果的な学校運営を行うために、学校訪問等
　の機会を利用して、各種マネジメントツールの連動を意識した指導・助言に取組む必要があ
　る。
○研修の充実と教職員の働き方改革の観点から、それぞれの学校の特色を生かした研修や研究
　指定校と連携した研修の在り方について見直し、精選を図り、質の向上に繋げていく。

評価結果

Ｂ
【用語解説】

（※１）「芯の通った学校組織」

　学校教育課題の解決に向けて具体的な目標や取組を設定し、目標達成のために学校全体で検証・
改善を重ねるととも、その基盤として校長等管理職の下、ミドルリーダーたる主任等が効果的に機
能する学校運営体制が構築されている学校組織のこと。
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和2年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

基本目標 Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進 担 当 課

施　　策 3 地域とともにある学校づくりの推進 学校教育課

（１）家庭・地域との協働による目標達成
　　①　「目標協働達成の４点セット」を活用した協働的取組
　　②　コミュニティ・スクールの設置・拡大
（２）学校評価システムの充実
　　①　短期PDCAサイクルによる進行管理の実施
　　②　学校関係者評価による教育活動の改善
（３）学校公開等の推進
　　①　授業公開等の実施
　　②　学校ホームページの随時更新による積極的な情報発信
（４）地域の教育力活用の推進
　　①　地域の「ひと・もの・こと」の活用による教育活動の充実

（１）家庭・地域との協働による目標達成
　①「目標協働達成4点セット」（※１）を活用した協働的取組
　②全中学校区でのコミュニティ・スクール（※２）の取組
　　・12地域31小中学校を指定し取組を始めて２年目。新型コロナウイルス感染症対策を工夫しながら、取組
　　　を進めることができた。
　　　（具体的な取組例）・４校合同の一斉引き渡し訓練。【昭和中・明治小・上野小・切畑小】
　　　　　　　　　　　　・地域人材を活用した週１回の放課後学習。【鶴谷中】
                                             ・地域・保護者と連携した校内美化活動【東雲小・中】
　
（２）学校評価システムの充実
　①短期PDCAサイクルによる進行管理の実施
　　・学校評価の4点セットを最上位計画として位置付け、学力、体力等各種プランと連動させながら、全小中
　　　学校において進行管理がなされた。
　②学校関係者評価による教育活動の改善
　　・実施率100％。学校運営協議会委員による評価を受け、教育活動の見直し、改善が適切に図られた。
（３）学校公開等の推進
　①学校行事や授業公開等の実施　②学校ホームページによる積極的な情報発信
　　・新型コロナウイルス感染症対策のため、保護者・地域の方に広く参観を呼びかけることが難しかった。
　　　学校ホームページや地域へのお便り回覧等、情報発信の工夫が見られた。
（４）地域の教育力活用の推進
　①地域の「ひと・もの・こと」の活用による教育活動の充実
　　・新型コロナウイルス感染症対策のため、社会見学や学校に地域の方を招いての学習等が難しい状況もあっ
　　　た。そんな中でも取組ができた学校では、マスコミを通した情報発信を積極的に行うことができた。

【主な事務事業】

○中学校教育一般管理費　　1,627千円
　・学校運営協議会委員の報酬、旅費。

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

「保護者や地域の人の学校支援ボランティア
活動は、学校の教育水準の向上に効果があっ
たか」の問いに「そう思う」と回答した学校
の割合

小 38.5%
H27

実施なし 40% －

中 46.2% 実施なし 50% －

「地域学校協働本部やコミュニティスクール
などの仕組みを生かして、保護者や地域の人
との協働による活動を行いましたか」の問い
に「よく行った」と回答した学校の割合

小 19.2%
H27

実施なし 30% －

中 46.2% 実施なし 50% －
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

４　未達成の課題と今後の取組

（※２）コミュニティ・スクール

　学校運営協議会制度を導入している学校のこと。学校と地域住民等が協働して学校運営に取組む
ことが可能となる「地域とともにある学校」への転換を図るための仕組み。コミュニティ・スクー
ルでは、学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と一体となって特色ある学校づくりを進めて
いくことができる。

○令和２年度は全国学力・学習状況調査が実施されなかったため、上記目標指標に関わる
　実績値が把握できなかった。
○新型コロナウイルス感染症対策のため、これまでと同様の地域・保護者との連携が図り
　にくかった。コロナ禍における保護者・地域との協働のあり方について、学校運営協議
　会での協議等を通して、学校ごとに工夫をしていく必要がある。
○各学校が地域と連携した学習活動について積極的に情報発信をしたことで、市民への
　周知や教職員の意識向上を図ることができた。

評価結果

Ａ
【用語解説】

（※１）「目標協働達成４点セット」

　学校の重点目標達成に向けて、学校・家庭・地域が協働して取り組む事項を設定する様式のこと
（重点目標、達成指標、重点的取組、取組指標）。
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

（1）安全教育の充実
　　①学校安全計画及び危機管理マニュアルの不断の見直し
　　②自ら考え行動し命を守る防災教育の推進
　　③実践的な避難訓練等の実施
（2）安全・安心な学校施設の整備の推進
　　①老朽化した学校施設の改修、廃校施設の解体に取り組む。
　　②安全、安心、快適な教育環境の整備に向けた、エアコンの整備、トイレ等の改修。
（3）通学時の安全確保
　　①通学路の安全点検として、通学路安全対策会議を開催し、危険個所の改善を図る。
　　②防犯活動として青色パトロール隊の巡回による見守り活動を定期的に実施する。

（1）安全教育の充実
　①学校安全計画及び危機管理マニュアルの不断の見直し
　　・各小・中学校の学校防災計画及び危機管理マニュアルを学校教育課で点検し、各学校で見直しを図った。
　　・教職員の防災意識の向上、危機管理対応能力の向上のために防災士資格を有する職員、防災教育コーディ
　　　ネーターを全校に配置。
　　・全小・中学校を対象に、防災教育基礎講座を開催し、災害時の学校の対応等を協議した。
　②自ら考え行動し命を守る防災教育の推進
　　・地域の防災訓練に参加するなど、自らが学校外で起こった災害に対する防災教育に取り組んだ。
　　　※地震体験車の利用はなし。
　③実践的な避難訓練等の実施
　　・各学校で地震や津波、集中豪雨、不審者対応など学校で年３回以上の避難訓練等を積極的に行った。

（２）安全・安心な学校施設の整備の推進
　①老朽化した学校施設の改修、廃校施設の解体
　　・佐伯市学校施設長寿命化計画に基づく、教育施設の大規模改造、長寿命化改修、改築等の事業は当面予定は
　　　なく、緊急性の高い上堅田幼稚園屋根改修工事、及び佐伯、佐伯東、渡町台各小学校の給食搬入口設置工事
　　　を実施。廃校施設の解体については、道路改良に伴う旧尾浦小学校倉庫の解体を行った。
　②安全・安心、快適な教育環境の整備
　　・佐伯小学校トイレの改修工事、休園から再開した木立幼稚園エアコン設置工事、明治小学校屋内運動場照明
　　　設備改修工事、及び彦陽中学校フェンス改良工事を実施。

（3）通学時の安全確保
　①通学路の安全点検の推進
　　・通学路安全対策会議を開催し、関係機関と共に通学路の安全点検を実施し、26か所のうち13カ所の危険箇
　　　所の改善を図った。
　②青色パトロール隊の巡回による見守り活動の推進
　　・異動してきた教育委員会と各振興局の職員に対して青色防犯パトロール講習を実施した。
　　・青色防犯パトロールについては、定期的な実施（教育委員会各課3回（計12回））のみならず不審者情報が
　　　あった場合にはその都度実施し、見守り活動の推進に努めた。
　　　（実施回数　教育委員会　13回、各振興局74回）

【主な事務事業】

・佐伯小学校トイレ改修工事
・佐伯小学校仮設給食搬入口設置工事
・佐伯市東小学校給食搬入口設置工事
・渡町台小学校給食搬入口設置工事
・明治小学校屋内運動場照明設備取替
   改修工事

39,387千円
2,650千円

34,760千円
46,991千円

6,349千円

・彦陽中学校フェンス改良工事
・上堅田幼稚園屋根改修工事
・木立幼稚園エアコン設置工事
・尾浦小学校倉庫解体撤去工事
・蒲江翔南中渡り廊下改修工事設計業務

2,427千円
8,965千円
4,342千円

924千円
462千円

基本目標 Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進 担 当 課

施　　策 4 安全・安心な学校づくりの推進
学校教育課
教育総務課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
（1）安全教育の充実
　　地震、津波等の事態を想定した引き渡し訓練や、スクールバスを含む登下校中の訓練等
　を実施する学校が増えてきている。今後は、スクールバスの運転手誘導の訓練等、すべて
　の学校で訓練の充実を図る必要がある。
（２）安全・安心な学校施設の整備の推進
　　学校施設長寿命化計画にて改修等の優先順位はあるものの、今後の財政状況や小中学校
　の適正規模など、関係部署と連携しながら計画を見直し、施設の改修等を実施する。
　　トイレの改修（洋式化）及びエアコンの整備については、目標値に達しているが、今後
　もトイレ改修については、児童生徒数や学校施設の状況に応じて新たな目標値を設定し、
　実施する。
（３）通学時の安全確保
　　通学路の安全点検については、道路関係部局等や警察と協力し、引き続き実施する。ま
　た振興局も含めた青色防犯パトロールを実施し、引き続き防犯対策を強化していく。

評価結果

B

定期的な青色パトロールの実施  H27 3.25回 3回 108.3%

60% 105.0%

幼稚園、小・中学校のエアコン整備率 21% H27 100% 100% 100.0%

指　　標　　名 基準値

幼稚園、小・中学校のトイレの洋式化率 53% H27 63%

小・中学校の施設の大規模改修事業 2校 H27 ０校 4校 0.0%

R２年度 R3年度
達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

b a/b

地場産物の使用割合 43.0% H27 34.2% 45.0% 76.0%

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a

（１）食育の推進
　　①　学校給食による食育の充実
　　②　地産地消の推進
（２）安全・安心な学校給食の提供
　　①　衛生管理の徹底
　　②　食物アレルギーへの対応
（３）効率的な学校給食の運営
　　①　給食業務の効率化
　　②　学校給食未納への対応

（１）食育の推進
　①学校給食による食育の充実
　　全調理場で年間２回実施した「さいき活き活き献立の日」では、佐伯産の甘酒・ジビエを『生きた教材』とし
　　て活用し、生産者との交流や食材ポスターによる食育指導を行った。また、毎月１回佐伯産食材や郷土料理を
　　組み込んだ全調理場統一献立を提供する「ふるさと給食の日」の取組みを行っている。
　　毎月の献立表や試食会（蒲江翔南小・中学校、宇目緑豊小学校）等により、学校給食での食育が家庭に繋がる
　　よう様々な情報を保護者に提供した。
　②地産地消の推進
　　生産者や関係機関と連携し、日々の学校給食に佐伯産の野菜・魚介・果物等を積極的、計画的に活用した。因
　　尾茶や乾しいたけを練り込んだパンなど、食材を工夫して献立に取り入れた。米飯給食には、佐伯産米を100
　　％使用している。
　　（地産地消の直接的な取り組みではないが、他自治体との給食交流として佐伯産養殖ヒラメを九重町で、九重
　　　町産豊後牛を佐伯市で、それぞれ給食に提供した。）
（２）安全・安心な学校給食の提供
　①衛生管理の徹底
　　・全給食施設の調理従事者及び給食配送員を対象とした衛生講習会を４月と８月に、１月には各施設ごとに研
　　　修会を開催する予定であったが新型コロナウイルス感染症の影響により全て開催することができなかった。
　　　例年夏期に開催される県主催の衛生管理研修会にも参加する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の
　　　影響により中止となり参加することができなかった。
　　・全給食施設で、夜間に医薬品殺菌剤を自動噴霧するなど調理場内の徹底した衛生管理を毎日実施している。
　②食物アレルギーへの対応
　　対応食品を７品目に限定した完全除去対応を実施している。調理～配送～喫食までの安全性確保を最優先に関
　　係者相互の連携により、共通認識を持って対応している。
（３）効率的な学校給食の運営
　①給食業務の効率化
　　・施設設備の老朽化した給食センターの効率的な統合
　　　令和2年度2学期から佐伯小学校・佐伯東小学校・渡町台小学校を廃止し、さいき学校給食センターでの給食
　　　提供を実施した。また、老朽化した蒲江学校給食センターについても令和3年4月からさいき学校給食センタ
　　　ーに統合した。
　　・学校給食費の公会計化に向けた準備
　　　市をあげて行財政改革を推し進めている中で、公会計化することにより人員及び経費の増加が懸念されるこ
　　　とから、継続して検討することとなった。
　②学校給食費未納への対応
　　過年度給食費の滞納者に対する自宅訪問は、新型コロナウイルス感染症の影響を勘案し自粛した。そのような
　　中で収納率の向上を図るため、児童手当申出徴収の活用を重点的に取り組んだ。

【主な事務事業】

○学校給食一般管理事業
・ＩＲＣ式衛生保守管理年間委託
・給食調理・配送等業務民間委託
・食物アレルギー対応に係る文書料補助
〇地場産品活用推進事業

 　　  5,687千円
 　  299,530千円

　  121千円
         303千円

○佐伯学校給食センター（仮称）
　建設事業
・さいき学校給食センター外構工事
・さいき学校給食センター備品購入

 
29,703千円
30,822千円

基本目標 Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進 担 当 課

施　　策 5 地域に根ざした豊かな学校給食の推進 体育保健課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

４　未達成の課題と今後の取組

○衛生管理の充実と事故トラブル防止のため、日常からの調理場の衛生管理・健康管理の徹底
　衛生講習会等を継続的に実施していく必要がある。
○地場産品の使用は、生産者の減少（豚肉は生産者がいなくなった）や、地元商店の積極的な
　利用などにより佐伯産食材の調達が難しくなっていることから使用割合が下がっている。
○令和４年度に統廃合する予定としている給食センター（堅田・西幡）について、関係者と協
　議を重ね準備を進める。
○令和2年度に策定した統廃合計画について第2期の具体的な取り組み案を検討する。
○給食費未納分の徴収率向上に取り組み、公会計化について継続して検討する。

評価結果

B
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

青少年交流体験事業「アクティブ」 佐伯っ子科学技術力育成事業

4　子ども・若者に生きる喜びを伝える

 Ⅲ　社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成

1　学ぶ意欲を支える社会教育施設の整備と活用

2　情報化社会に対応し、力強く生きるための学習機会の提供

3　「地域協育」・「地域協働」の推進
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
（１）使いやすい施設の環境整備　大規模災害に備え、公民館施設の災害対策は急務であり、
目標値を早急に達成するよう取り組んでいく必要がある。すでに「耐震性なし」と診断された
４施設の内3施設については（宇目、鶴見、米水津）計画的に耐震化していくほか、上堅田地
区公民館については、建て替えも視野に入れ今後地区と協議を進めていく。また、避難所に指
定されている施設のうち、雨漏りのある蒲江・直川の両館の防水改修を行い、防災機能の強化
と建物の長寿命化を図る。
（２）地域がより活用しやすい施設運営や管理　集会所や地区公民館分館は地域人口の減少の
中で施設の見直しが必要であり、佐伯市公共施設等総合整備計画に基づき、地域や振興局と協
議しながら、譲渡・転用・集約による廃止なども含めて取り組んでいく。

評価結果

Ｂ

集会所・公民館分館の地区譲渡 0施設 H27 ３施設 2施設 150.0%

公民館の耐震化（改修） 38% H27 58% 62% 90.0%

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

（１）使いやすい施設の環境整備
　①青山地区公民館の建替え②直川地区公民館及び蒲江地区公民館の屋上防水改修工事の実施設計③図書館の防水
　　改修工事の実施設計
（２）地域がより活用しやすい施設運営や管理
　①鶴見地区公民館有明分館を地区へ無償譲渡②蒲江の猪串集会所を地区へ無償譲渡
　

（１）使いやすい施設の環境整備
　①青山地区公民館の建替えに係る、用地造成工事及び本体工事実施設計を行った。
　②直川地区公民館及び蒲江地区公民館の雨漏り対策として、屋上防水改修工事の実施設計を行った。
　③図書館の防水改修工事の実施設計を行った。
（２）地域がより活用しやすい施設運営や管理
　①鶴見地区公民館有明分館を地区へ無償譲渡した。
　②蒲江の猪串集会所を地区へ無償譲渡した。

【主な事務事業】

〇青山地区公民館改築工事設計業務
〇青山地区公民館造成工事
〇直川地区公民館屋上防水改修工事設計業務
〇蒲江地区公民館屋上防水改修工事設計業務
○各地区公民館補修費
○図書館指定管理事業
〇図書館防水改修工事実施設計委託業務

５,４８０千円
１６,５０３千円

 ７４８千円
６３８千円

７,８４７千円
５７,５７９千円

６３８千円

指　　標　　名 基準値
Ｒ2年度 R3年度

基本目標 Ⅲ 社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成 担 当 課

施　　策 1 学ぶ意欲を支える社会教育施設の整備と活用 社会教育課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
　人口減少・少子高齢化や核家族化が進む中、公民館には地域コミュニティ組織の活動拠点と
しての役割も求められている。社会教育施設としての機能は維持しつつ、地域コミュニティの
活動拠点としても積極的に活用していくため、引き続き、住民へ学習機会の提供を行いなが
ら、社会教育事業の推進体制の見直しや職員の資質向上、地域ニーズに合った公民館のあり方
について関係課と検討を進めていく。

評価結果

図書館での市民1人当たりの貸出数 4冊 H27 2.58冊 5冊 51.6%

B

各教室・講座で学ぶ市民の数 5,897人 H27 5,114人 7,000人 73.0%

年度
実績値 目標値

a b a/b

（１） 地域をリードする公民館づくり
　①公民館コミュニティ活性化事業の実施（旧市内11館）　②高齢者教室の実施（目標参加者1,200人）
（２） 学びの支援と社会への発展
　①公民館講座の開催（公民講座255講座）　②高齢者合同発表会、公民館祭りの開催　③読書活動の充実
（３） 人材育成と指導者の資質向上

（１） 地域をリードする公民館づくり
　①公民館コミュニティー活性化事業の取組
　　公民館コミュニティ活性化事業では、住民が自主的、自発的に学ぶ機会の提供や地域交流の場を設け、生涯
　学習事業の活性化及び地域コミュニティの拠点づくりを目的に取り組んだが、新型コロナウィルス等の問題に
　より全11館中２館のみの開催となった。
　②高齢者教室の充実
　　新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止のため、合同学習発表会の中止や教室を休止した期間はあったが、
　各地区公民館での教室開催（20教室1,271人）や機関文集の発行等、高齢者の生きがいづくりに寄与するこ
　とができた。

（２） 学びの支援と社会への発展
　①公民館講座の充実
　　今年度は新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止のため休館とした期間もあったが、例年並みの講座数
　の公民館講座（257講座）を開設し、地域住民の交流を深めることができた。
　②学びの成果の発表と社会貢献
　　公民館祭りや文化祭、高齢者合同発表会等の成果発表の機会をつくることはコロナ禍によりできなかった。
　③読書活動の充実
　　図書館を運営する指定管理者と協働し、ビブリオバトル等の読書イベントを行いながら市民の読書活動の
　増進を行ったが、新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止のため、子ども司書の活動は中止した。
　　図書館では、来館せずにスマホやパソコンで利用できる電子書籍の貸出サービスを開始した。

（３）人材育成と指導者の資質向上
　　社会教育委員が主体となり、社会教育の推進方策について認識を深め合うことを目的に、社会教育振興大
　会を開催した。また、地域の社会教育を担う社会教育推進員の資質向上のため、独自研修や県の研修会への
　参加を推進した。

【主な事務事業】

○社会教育関係団体補助金（社会教育一般管理費）　2,537千円
○社会教育単独事業費　　8,058千円
○図書館一般管理費　　　4,431千円

指　　標　　名 基準値
Ｒ２年度 R3年度

達成率

基本目標 Ⅲ 社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成 担 当 課

施　　策 2 情報化社会に対応し、力強く生きるための学習機会の提供 社会教育課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
（１）家庭教育支援事業は、参観日や入学説明会等でのアウトリーチ型の取組みにより、事業
の認知、定着が進んでいる。今後も関係機関と連携して、全小学校区での開催を計画するとと
もに、プログラムの充実、支援者の増員及びネットワークづくりに取り組む。

（２）市内12中学校区で「協育」ネットワークの体制が整っており、校区コーデネーターを中
心に、学校・家庭・地域の連携がとれているが、地域人口の減少・高齢化とともに校区コー
ディネーターの後継者育成が懸念される。また、「協育」ネットワークとコミュニティース
クールの役割や機能の整理と連携が課題となっている。

評価結果

A

佐伯市家庭教育講師団の登録者数 5人 H27 14人 12人 116.6%

保護者の家庭教育講座への参加 212人 H27 319人 300人 106.3%

年度
実績値 目標値

a b a/b

（１） 家庭教育の推進
　①家庭教育講座の開催（全19小学校区）
（２）「協育」ネットワークの充実
　①ボランティア数（目標値　延べ38,000人）

（１）家庭教育の推進
　　就学前の児童と保護者を対象にした家庭教育講座「佐伯市子パンダプログラム」を、主に幼稚園等の参観日や
　小学校の入学説明会と併せて、各地区で２５回（18小学校区）開催した。講座内容は親子で鉛筆の持ち方など
　を体験するワークショップや、保護者同士で子育ての悩みなどを話し合うグループワークなど、保護者同士の
　交流や情報共有、子育ての悩みを相談する機会となった。また、読み聞かせ会や芸術鑑賞会等も７回開催した。

（２）「協育」ネットワークの充実
　　地域学校協働活動推進員（校区コーディネーター　１４人）が橋渡し役となり、学習支援活動や登下校の見守
　り等、延べ32,000人を超えるボランティアによる地域協働活動を実施した。また、校区ネットワーク会議や青
　少年育成市民会議を開催し、子どもたちに関する情報や課題を共有化することができた。さらに、校区コーディ
　ネターが市内１２中学校区の学校運営協議会の委員として参画し、学校・地域・行政の連携強化を図った。

【主な事務事業】

○家庭教育支援事業　　517千円
○学校支援活動事業　14,109千円
○青少年健全育成会議補助金　1,520千円

指　　標　　名 基準値
Ｒ２年度 R3年度

達成率

基本目標 Ⅲ 社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成 担 当 課

施　　策 3 「地域協育」・「地域協働」の推進 社会教育課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
（１）小学校高学年を対象とした交流体験事業（アクティブ）を継続して実施するとともに、
放課後を活用した小学生チャレンジ教室を開催し、児童数の減少の中でも校区を越えた交流体
験活動により、コミュニケーション能力の育成や地域と学校が協働した体験・交流活動を推進
していく。また、子どもたちの科学への興味関心を育て、将来、地域の産業技術者に必要な基
礎的な知識の習得や、活用力を高めることを目的として、著名な科学技術者の招聘による講演
会を開催する。

（２）子どもの考える力や表現力を高め、創造力を豊かにする手段として、読書意欲や読書習
慣を形成するため、第２期「佐伯市子ども読書推進計画」を策定し、読書活動を推進する。ま
た、市立図書館、学校図書館、公民館図書室が連携し、読み聞かせ連絡協議会等の市民ボラン
ティアと協力して、読み聞かせ、ブックトーク、ビブリオバトル等の各種読書活動の推進及び
市民ボランティアや子ども司書の育成を図るとともに、ネーミングライツによる民間資金を活
用して、図書の充実や施設利用者へのサービス向上による読書活動の推進に取組む。

評価結果

A

読書活動を応援する地域応援者（図書館ボラン
ティア等）の数

196人 H27 282人 250人 112.8%

各種体験活動への児童生徒の参加 1,028人 H27 713人 1,300人 54.8%

年度
実績値 目標値

a b a/b

（１）豊かな体験活動の推進
　目標値（参加児童数）
　①青少年交流体験事業アクティブ（140人）、小学生チャレンジ教室（500人）、家庭教育事業（250人）
（２）読書活動の推進
　①子ども司書（目標認定数　60人）

（１）豊かな体験活動の推進
　　小学校高学年を対象とした交流体験事業（アクティブ）は、新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止のた
　め、年４回の計画が２回の開催となったが、各回とも市内全域の児童約１００人（登録149人）が体験活動を
　しながら、交流を深めることができた。また、放課後を活用した小学生チャレンジ教室（300人）を開催し、
　地域と学校が連携した体験・交流活動に加え、６地区合同の発表会を開催し、成果発表の機会を提供すること
　ができたが、補充学習を行う学びの教室については中止とした。
　　佐伯っ子科学技術力育成事業では、さかなクン講演会を開催（545人）し、佐伯市の地場産業に密接に関連
　する魚を通じて、児童生徒に漁業、魚食、環境問題などの興味関心を醸成することができた。

（２）読書活動の推進
　　新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止のため、子ども司書の活動は中止（R2年度末50人）したが、図
　書館を中心としたビブリオバトルや、市民ボランティアによる学校での朝の読み聞かせ、公民館等での読み聞
　かせ会等により子どもの読書活動の推進に取り組んだ。

【主な事務事業】

○小学生チャレンジ・未来創生塾事業　　　3,861千円
○佐伯っ子科学技術力育成事業　　　　　　1,872千円

指　　標　　名 基準値
Ｒ２年度 R３年度

達成率

基本目標 Ⅲ 社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成 担 当 課

施　　策 4 子ども・若者に生きる喜びを伝える 社会教育課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

（関連した写真）

小・中学校教員対象
人権フィールドワーク研修

じんけん講座（社教）

Ⅳ　人権を尊重するまちづくりの推進

1　学校における人権教育の推進

2　地域における人権教育の推進
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

基本目標 Ⅳ 人権を尊重するまちづくりの推進 担 当 課

施　　策 1 学校における人権教育の推進 学校教育課

（１）児童生徒の人権に対する知識・感性・意欲・態度・技能の育成
　　①　人権教育の日常化に向けた実践
　　②　人権問題の８つの課題に関する教材を生かした授業づくり
　　③　支え合い、認め合う仲間づくりの推進

２　令和２年度の主な取組と成果

（１）児童生徒の人権に対する知識・感性・意欲・態度・技能の育成
　①人権教育の日常化に向けた実践
　　・「部落差別解消の推進に関する学校教育指導方針」(H31.4.1)にを策定し、「部落差別解消の推進に関する
           学校教育指導方針』に係る人権・同和教育の取組状況調査」を実施し、学校における具体的な取組の推進
           を図った。
　　　人権教育の年間指導計画に部落問題に関する学習を位置付けている学習を位置付けている学校…３１/３１校
      　インターネットやＳＮＳによる差別等、新たな取組を推進している学校…２９／３１校
　　・人権尊重を日常の生活習慣として身に付け実践する力や、互いに尊重し合い差別や偏見を解消する力を育む
　　　こと等を目的に、各学校が策定している人権教育の年間指導計画に基づき実践することができた。
　　※ブロック人権・同和教育研究大会の実施はなし。
　②人権問題の８つの課題（※１）に関する教材を生かした授業づくり
　　・「人権課題学習系統表」（県人権教育・部落差別解推進課）を参考に、各校の「年間指導計画」の見直し
　　　を図るとともに、引き続き人権教育の視点（知識、意欲・態度、技能）を位置付けた授業づくりをするよ
　　　う働きかけた。
　③支え合い、認め合う仲間づくりの推進
　　・児童生徒間の信頼関係を構築する学習環境づくりが進むよう、「生徒指導の３機能（※２）を生かした授業
　　　づくり」を定着させるよう働きかけた。

【主な事務事業】

○教職員研修充実事業　154千円（一部）　　　

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

「自分にはよいところがあると思いますか」
の問いに「当てはまる」「どちらかといえば
当てはまる」と回答する児童生徒の割合

小 73.7%
H27

56.7% 75% 75.6%

中 65.7% 60.8% 70% 86.9%

　○「スクールセクハラ」や「ネットモラル」等の最近の人権問題についての研修を深め、
　　実態に応じて積極的に学習内容に取り入れたり、児童生徒や保護者への啓発を行う必要
　　がある。
　○「部落差別解消法」（H28施行）について、各学校において継続的な研修を実施する
　　とともに､「おおいたの部落問題学習」に基づく教育課程の見直しについても継続して
　　呼びかけを行う。
　○「部落差別解消の推進に関する学校指導方針（平成31年4月策定）」に基づく指導の在り
　　方について周知・徹底を図るとともに、県人権教育実態調査結果等による取組の見直し・
　　改善を行う。
　○共生社会やインクルーシブ教育（※3）の実現に向け、学校における合理的配慮（※4）
　　やユニバーサルデザイン（※5）の考え方に基づく学習環境の整備等に継続して取組む。

評価結果

B
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令和2年度 佐伯市教育委員会施策評価表

【用語解説】

（※１）人権問題の８つの課題

　「同和問題」「女性の問題」「子どもの人権」「高齢者の人権」「障がいのある人の人権」「外
国人の人権」「医療をめぐる人権」「様々な人権」の8つを言う。

（※５）ユニバーサルデザイン

　Universal Design 。文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障がい・能力の如何を問
わずに利用することができる施設・製品・情報の設計（デザイン）をいう。教育界では、誰にでも
わかりやすく、安心して参加できる学習環境づくりの視点として、広がりを見せている。

（※２）生徒指導の３機能

　生徒指導に関する学校・教職員向けの基本書として文部科学省がまとめた「生徒指導提要」
（H22）の中で、日々の教育活動において特に留意することが求められるとしている3つの機能。
その機能は、①児童生徒に自己存在感を与えること、②共感的な人間関係を育成すること、③自己
決定の場を与え自己の可能性の開発を援助すること　の3点とされている。

（※３）インクルーシブ教育

　子どもたち一人一人が多様であることを前提に、障がいの有無にかかわりなく、誰もが望めば自
分に合った配慮を受けながら、地域の通常学級で学べることを目指す教育理念と実践プロセスのこ
と。

（※４）合理的配慮

　障がい者から何らかの助けを求める意思の表明があった場合、過度な負担になり過ぎない範囲
で、社会的障壁を取り除くために必要な便宜のことである。障害者権利条約第２条に定義がある。
障がい者一人一人の必要性や、その場の状況に応じた変更や調整など、それぞれ個別な対応とな
る。障がい者が合理的配慮を求めた場合、その要求は広く一般の人に法的拘束力を持つ。過度の負
担がある場合のみ、提供しなくてもよい。
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
　じんけん「協働」ネットワーク会議における情報共有や人権・同和対策課と連携し、計画
的、継続的な人権教育・啓発の事業構築に取り組む必要がある。コロナ禍における講座の工夫
をしつつ、引き続き公民館活動等での人権学習の機会を確保し、学習内容の充実に努めながら
人権教育の推進を図る。

評価結果

B

人権指導者の人数 10人 H27 9人 15人 60.0%

地域における人権講座の参加者数 503人 H27 699人 600人 116.5%

年度
実績値 目標値

a b a/b

（１） 学習機会の提供と人権意識の高揚
　①人権学習会の充実（高齢者教室での開催）（R2実績19学級881人）
　②人権学習指導者の育成（フィールドワーク研修の実施）

（１）学習機会の提供と人権意識の高揚
　①人権学習会の充実
　　各地区公民館の高齢者教室（１８学級699人）、女性学級（３学級38人）で人権学習会を実施した。
　　また、学校とPTAが協力して行う人権学習会の支援を行ったが、佐伯市人権・同和教育研究会と共催する
　人権・同和教育研究大会夏季大会は新型コロナウィルスの感染拡大防止のため中止とした。

　②人権学習指導者の育成
　　佐伯市社会人権教育研究協議会と連携し、特定職業従事者である行政職員・教育委員会関係職員を対象に、
　臼杵市を訪問しフィールドワーク研修（20人）を実施した。
　　また、人権・同和対策課と共催で、部落差別問題の研修会を開催、その研修の講義をケーブルテレビで放送
　し、コロナ禍でも市民が視聴できる学習の機会とした。
　　大分県人権教育研究協議会や大分県教育庁人権・同和教育課が実施する各種人権講座への人権担当職員の積
　極的参加を促し、人権課題に精通した職員育成、資質向上に努めた。

【主な事務事業】

○社会教育単独事業
     Ｐ学共催人権問題研修　45千円
     人権研修会　　　　　　28千円
 

指　　標　　名 基準値
Ｒ２年度 R3年度

達成率

基本目標 Ⅳ 人権を尊重するまちづくりの推進 担 当 課

施　　策 2 地域における人権教育の推進 社会教育課
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大分・佐伯の歴史教室 歴史体験教室（まが玉作り）

 Ⅴ　市民文化の創造と文化財・伝統文化の保存・継承と活用

1　文化芸術活動の推進による心豊かなひとづくり

2　文化財・伝統文化の保存・継承と活用

（組織改編により削除）
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和2年度の主な取組と成果

（１）文化財・伝統文化の保存と継承
         ①文化財・伝統文化の保存と継承（保存継承等を担う29団体への支援）
         ②指定文化財の見直しと新たな文化財・伝統文化の掘り起こし（文化財調査及び指定に向けた取り組み）
         ③文化財・伝統文化の担い手の育成（地域の伝統芸能、伝統文化の保存継承支援）
（２）文化財・伝統文化への理解を深め活用を推進
         ①歴史文化を学び、体験する機会の提供（古文書講座17回、歴史教室4回、歴史体験教室３回）
         ②学校・地域と連携した事業の実施（小学校等の見学希望受け入れ）
         ③文化財・伝統文化についての情報発信（観光課と共催事業1回）
（３）行きたくなる歴史文化施設をめざす取組の推進
　　　①郷土資料の調査・研究（市史編さん事業は、専門部会の開催、調査、執筆内容の確認調査）
　　　②展示資料の充実（収蔵資料の修復（4点）、常設展の展示替え、特別展の開催1回）
　　　③市民参加の施設運営（市民サポーターの育成、古文書、資料整理活動）

（１）文化財・伝統文化の保存と継承
①文化財・伝統文化の保存と継承
・文化財保存関係団体（14団体）に対し補助金を交付し活動を支援した。
②指定文化財の見直しと新たな文化財・伝統文化の掘り起こし
・市内各地区に所在する指定文化財の保存状況等を確認するため文化財保護推進委員による巡視を11月に行った。
・国の補助を受け平成27年度から継続して実施している佐伯城跡の石垣調査を行い、調査票を作成した。
　二の丸・捨曲輪の確認調査を行い、二の丸においては建物の基礎を検出した。
③文化財・伝統文化の担い手の育成
・団体に対する補助金のほか、地域の伝統芸能・伝統文化の保存・継承に対する取組に対しても、「佐伯創生推進総
合対策事業」で支援を行った。

（２）文化財・伝統文化への理解を深め活用を推進
①歴史文化を学び、体験する機会の提供
・歴史資料館で講演会、古文書講座、歴史教室、子ども向けの歴史体験教室を開催した（22回・376人参加）。
・佐伯城跡の保存に理解を深めてもらうため、石垣清掃ボランティアを６月、11月に実施、企業や市内の各ボラン
ティア団体、中高校生、一般市民などから多くの参加があった（計399人）。
②学校・地域と連携した事業の実施
・「学校を核としたふるさと創生事業」等、教育活動の中、学校単位でそれぞれの地域にある伝統文化に触れ合い、
体験する活動を通して継承に取り組んだ。
・歴史資料館・平和祈念館において、市内小学校に対して見学の受入れ（10校）とICT授業（2校）を行った。
③文化財・伝統文化についての情報発信
・歴史資料館・国木田独歩館と観光課で「城下町佐伯 ひなめぐり」を共催した（両館展示場に422人来場）。

（３）行きたくなる歴史文化施設をめざす取組の推進
①郷土資料の調査・研究
・市史編さん事業については、佐伯市史編さん資料調査編集委員会のもと、専門家で構成する編集委員会、専門部会
を開催し、調査・執筆内容について確認・検討を行った。現代部会については、各課及びプロジェクトチームの担当
者に対して目次案についてのヒアリングを行った後、原稿執筆を依頼した。また、市民講座の開催、編さんだよりの
発行、資料募集等により市民への普及啓発を行った。
・歴史資料館・平和祈念館において、収蔵資料を調査し、展示や講座で活用した。また、市内に伝わる古文書
（169件）の所在・内容を調査した。
②展示資料の充実
・歴史資料館・平和祈念館・国木田独歩館で資料の寄贈・寄託を受けた（14件）。また、歴史資料館の収蔵資料を
修理した（4点）。
・歴史資料館で特別展「さいき城山の面影を探して 昔の写真からみる移り変わり 」を開催した（1,539人来
場）。また、常設展の展示替えを行い、未公開資料を新たに展示した（50点）。
・平和祈念館で特別展「戦後75年　収蔵資料が語る戦争と平和」を開催した（190人来場）。
③市民参加の施設運営
・歴史資料館で市民サポーターを育成し（26人）、講座・教室等の事業の運営補助、事業の基礎となる古文書整理
（週1回）、資料整理（月1回）等の活動を行った。
・歴史文化施設運営協議会を開催し（1回）、市民委員と実施事業について協議し、意見を運営に取り入れた。

○平和祈念館管理事業　　　6,106千円　　（関連）社会教育総務費人事管理費　　　4,603千円
○国木田独歩館管理事業　　2,168千円　　（関連）社会教育総務費人事管理費　　　3,105千円
○歴史資料館管理事業　　　14,632千円
○歴史資料館運営事業　　　3,818千円
○文化財保護対策事業　　　1,441千円
〇市史編さん事業　　　　　3,169千円
〇遺跡群発掘調査事業　　　4,036千円
○汲心亭管理事業　　　　　3,476千円

基本目標 Ⅴ 市民文化の創造と文化財・伝統文化の保存・継承と活用 担 当 課

施　　策 2 文化財・伝統文化の保存・継承と活用 社会教育課
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３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組

①佐伯城跡については、石垣カルテ・確認調査・絵図等資料調査・瓦の整理を実施する予定。
②市史編さん事業においては、基本方針に基づき、専門部会及び編集委員会等開催しながら、
調査・執筆活動を進めていく。上巻の現代史編については、9月までに草稿作成を完了し、監
修・編集・校閲を開始する。また、市民講座や資料募集など広く市民への普及啓発を行い、市
民参画にも努める。

評価結果

B

市民サポーターの養成 0人 H27 26人 23人 113.0%

54.9%

歴史講座・教室の開催 5回 H27 22回 24回 91.6%

実績値 目標値

a b a/b

歴史資料館、平和祈念館、国木田独歩館、蒲江
海の資料館の年間入館者数

23,063人 H27 13,174人 24,000人

指　　標　　名 基準値
Ｒ2年度 R3年度

達成率

年度
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スコアボードオープニングセレモニー
（野球教室）

第５回ＳＡＩＫＩリレーマラソン

Ⅵ　健康で心豊かな活気あふれるスポーツの振興

1　生涯スポーツの推進とスポーツ施設の効果的な活用

2　競技スポーツの向上と子どものスポーツ機会の充実
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１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

（１）市民が気軽に参加できる環境づくりの取組
　　①市民誰もが気軽にスポーツに取り組むことができる環境整備
　　②本市の実情に合った総合型地域スポーツクラブの創設
　　③軽スポーツ指導者の育成
（２）各種スポーツ大会、教室等の開催
　　①各種大会や教室を開催し、スポーツを実践する機会の提供
　　②スポーツを始めるきっかけづくりへの取組
　　③各種大会や教室の開催についての積極的な広報活動
（３）体育施設の効率的・効果的な活用の促進
　　①体育施設の利用促進
　　②学校体育施設の活用
　　③佐伯市総合運動公園の有効活用

（１）市民が気軽に参加できる環境づくりの取組
　①市民誰もが気軽にスポーツに取り組むことができる環境整備
　・地域の一体感や活力を醸成し、地域住民が日常的にスポーツに取り組めるよう各地区・支部内でスポーツ
　　振興の事業を計画し、実施・運営する地域スポーツ育成補助金を活用し、20地区中11地区が取り組んだ。
　②本市の実情に合った総合型地域スポーツクラブの創設
　・新規のクラブ創設の取り組みはなかった。
　　市内の既存クラブは３クラブ（みなみスポーツクラブ、つるみ友クラブ、本匠ホタッピィ）あり、活動
　　内容など意見聴取し、次年度から活動補助金を予算化するよう取り組んだ。
　③軽スポーツ指導者の育成
　・スポーツ推進委員を対象に体力テストを体験し正確な体力テストの方法の情報共有や資質向上を図った。
   ・スポーツ推進委員や指導者協議会などを対象にスポーツ医科学研修講座を開催した。大場整形外科の
　　高司博美氏を講師に「アスリートのコンディショニングについて」と題して講演し53人が受講した。

（２）各種スポーツ大会、教室等の開催
　①各種大会や教室を開催し、スポーツを実践する機会の提供
　・第14回地区対抗駅伝大会や本匠水車マラソン大会、宇目の里健康マラソン大会は新型コロナウィルス感染
　　症対策のため中止となった。
　・第5回SAIKIリレーマラソンを開催した。28チーム240人（一般の部17チーム153人、ファミリーの部
　　3チーム15人、ジュニアの部８チーム72人）が参加した。
　②スポーツを始めるきっかけづくりへの取組
　・地区体協・体協支部の20地区のうち、体育祭（1地区）、軽スポーツ大会（６地区）を開催し、幅広い
　　年齢層の市民が総勢860人参加した。
　③各種大会や教室の開催についての積極的な広報活動
　・市報やケーブルテレビ、市公式HPを有効活用して情報発信に努めた。支部事業は地区の公民館だより等
　　も活用し、広く情報発信に努めた。

（３）体育施設の効率的・効果的な活用の促進
　①体育施設の利用促進
　・総合運動公園を除いた佐伯市全体の体育施設の利用人数は、236,684人（前年比76,206人減）、年間を
　　通して振興局管内にある体育施設の利用者が少なく、市内中心部の体育施設（野岡・番匠体育館等）に
　　利用が集中している状況。
　②学校体育施設の活用
　・学校体育施設（学校運動場（テニスコート含む）夜間照明施設）の利用人数は、1,506人（前年比1,115
　　人減）
　③佐伯市総合運動公園の有効活用
　・総合運動公園の利用数について、56,407件（前年比11,591件減）、196,549人（前年比50,901人減）
　　の利用があった。施設整備では、佐伯球場スコアボードの老朽化対策としての長寿命化や機能充実を図るため
　　スコアボード表示部を刷新するとともに、躯体補修を行った。
　　今年度は新型コロナウィルス感染症対策により施設の閉館・閉鎖措置を行ったことや、各種競技大会、大学等
　　のキャンプ誘致など、自粛や中止等で前年に比べ利用者は減ったが、本市のスポーツ振興の中核施設としての
　　役割を果たしている。
　

【主な事務事業】

　〇地域スポーツ育成補助金　　　2,712千円
　〇SAIKIリレーマラソン補助金　　226千円
　〇佐伯市総合運動公園野球場スコアボード改修工事　　103,730千円

基本目標 Ⅵ 健康で心豊かな活気あふれるスポーツの振興 担 当 課

施　　策 1 生涯スポーツの推進とスポーツ施設の効果的な活用 体育保健課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
　佐伯市全体の体育施設（総合運動公園含む）利用人数は、433,233人（前年比127,107人
減）となったが、新型コロナウィルス感染症対策を徹底した上で、利便性の高い総合運動公園
については、利用者促進と同時に現在の利用者のニーズを把握し、満足度をアップさせ、リ
ピーターを増やしていく。
振興局管内にある体育施設（学校体育施設含む）は、人口減少の影響及び利便性から利用者が
少なくなっている。体育協会事業での活用を計画するとともに体協支部を中心に地域住民が日
常的にスポーツに取り組み交流できる場として活用できるよう計画する。また、今後は施設の
在り方について見直しが必要となる。

評価結果

B

体育施設利用者総数 653千人 H27 433千人 673千人 64.3%

年度
実績値 目標値

a b a/b

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和２年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
　スポーツ少年団の加入率は、令和２年度実績38.13%（全体児童数は3,000人（前年比
145人減）、団員数1,144人（前年比108人減））で、前年比△1.67％となったが、スポー
ツ少年団に加入していない競技団体（約130名）もあり、その人数も含めるとスポーツに取り
組んでいる子どもは目標値に近くなる。今後も引き続き、スポーツ少年団の加入促進とあわせ
て、運動する子としない子の二極化を解消することが課題である。

評価結果

B

スポーツ少年団の加入率 41.5% H27 38% 43% 88.4%

年度
実績値 目標値

a b a/b

（１）競技団体の育成と組織強化
　　①各種競技団体の活動を支援し、組織強化について指導・助言
（２）子どものスポーツ活動の支援
　　①スポーツ少年団加入前の幼児や子どもを対象にした各種スポーツ体験教室の開催
　　②スポーツ少年団の育成・支援

（１）競技団体の育成と組織強化
　①各種競技団体の活動を支援し、組織強化について指導・助言
　・第16回SAIKIスポーツフェスティバルを開催。県体選考会等の開催（11団体）、広域交流大会の開催（２団
　　体）、地区交流大会の開催（３団体）が、スポーツ協会加盟団体主催で行われた。
　・第73回大分県民体育大会や第63回県内一周大分合同駅伝競走大会について、協会・連盟・選手は前年以上の
　　成績アップを目指し準備を行ってきたが、新型コロナウィルス感染症対策のため中止となった。
　・九州大会や全国大会に出場する選手へ、奨励金の交付を行う「佐伯市スポーツ奨励金」事業は、24件（一般
　　２件・高校生以下22件）、475,000円の交付を行った。
　　（令和元年度：112件（一般34件・高校生以下78件）、2,600,000円）

（２）子どものスポーツ活動の支援
　①スポーツ少年団加入前の幼児や子どもを対象にした各種スポーツ体験教室の開催
　・運動する子としない子の二極化を解消するとともに、運動に慣れ親しむ子どもの体力・運動能力向上目的に
　　取り組んでいるコーディネーショントレーニング（神経系の運動能力を鍛えるトレーニング）では、こども
　　園に84回、幼稚園に65回、小学校に36回訪問し、延べ2,558人が参加した。
　・「サイキッズスポーツ体験教室」では、７種目、127人が参加した。いろいろなスポーツや運動体験を通
　　じて子どもたちの運動習慣化や体力、運動能力の向上に取り組んだ。
　②スポーツ少年団の育成・支援
　・スポーツ少年団事業として競技毎の大会を含め６事業（新型コロナウィルス感染症対策により４事業中止）
　　延べ849人の団員が参加し交流を図った。
　・今年度県内にプロ球団Bリングスが誕生し、佐伯中央病院スタジアムで開幕戦を開催。市内の少年野球チーム
　　144人を招き、選手とキャッチボールを行うなど交流を行った。
　・スポーツ少年団登録指導者を対象に「スポーツ少年団指導者・スタッフのための子どもたちの力を引き出す
　　指導方法」と題して研修会を開催し63人が受講した。
　

【主な事務事業】

　〇スポーツフェスティバル補助金　　　750千円
　〇スポーツ協会加盟団体育成補助金　　410千円
　〇スポーツ少年団育成補助金　　　　　560千円
　〇競技スポーツ強化事業　　　　　　　118千円
　〇佐伯っ子体力アップ事業　　　　　　661千円

指　　標　　名 基準値
R２年度 R3年度

達成率

基本目標 Ⅵ 健康で心豊かな活気あふれるスポーツの振興 担 当 課

施　　策 2 競技スポーツの向上と子どものスポーツ機会の充実 体育保健課
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

教育委員会 消防訓練

Ⅶ　市民に開かれた教育行政の推進

1　教育委員会及び事務局の機能充実
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令和２年度 佐伯市教育委員会施策評価表

１　施策の目的

２　令和2年度の主な取組と成果

３　目標指標の達成状況

４　未達成の課題と今後の取組
○教育委員と学校現場、PTAや各種団体等との意見交換会については、新型コロナウイルスの
影響により全て中止したが、次年度は状況を見て実施を検討する。

評価結果

B

教育行政職員研修 1回 H27 1回 2回 50.0%

地域やＰＴＡ、各種教育団体等との意見交換会 － H27 0団体 2団体 0.0%

学校現場との意見交換会 6校 H27 0校 10校 0.0%

R3年度
達成率

年度
実績値 目標値

a b a/b

○佐伯市教育点検評価事務外部評価委員会 19千円

指　　標　　名 基準値
R2年度

（1）教育委員会の機能充実と公聴広報活動の充実
　①教育委員会の審議機会の充実
　②教育委員の公聴活動の充実
　③市民への情報提供の充実

（2）教育行政の執行体制の強化
　①総合教育会議及び関係各所との連携強化
　②事務局職員の資質の向上
　③「教育に関する事務の管理及び執行状況の点検・評価制度」の充実
　④防災対策の推進

（1）教育委員会の機能充実と公聴広報活動の充実
　①教育委員会の審議機会の充実
　　・令和２年度は審議会の開催はなかった。
　②教育委員の公聴活動の充実
　　・例年実施している教育委員と学校現場及びPTA役員、社会教育委員との意見交換会は新型コロナウイルス
　　　の影響により全て中止した。
　③市民への情報提供の充実
　　・教育委員会の事業や会議録を教育委員会の公式ホームページに公開し、情報提供に努めた。
　　・教育委員会各課の広報主任と協力し、市報に教育だより「まな美」を年３回掲載した。

（2）教育行政の執行体制の強化
　①総合教育会議及び関係各所との連携強化
　　・市長部局と連携し総合教育会議を年2回開催した。
　　・毎月課長会議を開催し、各課の連携強化に努めた。
　②事務局職員の資質の向上
　　・人権研修（職場研修）を実施した。
　　・事務局職員を大分県地域政策スクール（10回／年）へ派遣した。
　③「教育に関する事務の管理及び執行状況の点検・評価制度」の充実
　　・内部評価及び外部評価委員による点検・評価の継続的フォローアップに努めた。
　　・5月に教育行政重点施策の策定と公表を行い、校長会へ周知した。
　④防災対策の推進
　　・大分県南部地域防災関係機関ネットワーク会議の一員として、関係機関との連携強化を図った。
　　・「まな美」庁舎の消防総合訓練及び津波避難訓練を実施した。

【主な事務事業】

○教育だより「まな美」市報印刷代 126千円

基本目標 Ⅶ 市民に開かれた教育行政の推進 担 当 課

施　　策 1 教育委員会及び事務局の機能充実 教育総務課
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学識経験を有する者からの意見 

 

 

 

 Ⅰ 「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進  

 

【１ 確かな学力の育成】 

○小学校の学力の低迷という課題に対し、学力向上プラン及び授業改善テーマを作成し、組織的な授

業改善や授業力向上アドバイザーの活用、学校への訪問指導などの取組を佐伯市の小学校に在籍し

ている素晴らしい先生方とともにすべての学校に行き届くように取り組んでほしい。 

〇校長がリーダーシップをとり、職員を引っ張っていってほしい。 

〇コロナ禍においてもテストを受けていることが素晴らしい。今後も全学年での調査実施に取り組ん

でほしい。 

 

【２ 豊かな心の育成】 

○目標指標の「１か月に３冊以上本を読む」について、県の方では、１冊も本を読まない不読者の低

減を目標指標としている。次の目標指標の見直しの際には、参考にしてほしい。 

 

【３ 健やかな体の育成】 

○新型コロナウイルス感染症の影響を受けて水泳など思うような取組ができない中、継続的に児童・

生徒が健康で安全に登校できる環境を目指してほしい。 

〇目標指標について、「薬物乱用防止教室の実施」は、先生方が責任をもって指導しているのであれば

よいが、外部から専門的に指導することも重要である。教育委員会で講師を用意することで、目標

指標１００％を目指して取り組んでほしい。 

 

【４ 特別支援教室の充実】 

〇子どもたち一人一人を大事にし、うまく関わり合いを持つため、特別支援教育支援員の資質向上を

図るとともに管理職の特別支援教育支援員の活用の在り方についての理解が重要である。 

 

【５ 生徒指導の充実】 

○不登校の子どもに保護者がゲームを与えているが、９to７ルールによりゲーム時間に歯止めがかか

っていると考えている。今後、ＧＩＧＡスクール構想で一人一台端末が導入され、家庭への持ち帰

りが実施されようとする中、情報モラルについての指導が重要である。家庭を巻き込みながら、端

末との向き合い方について緊急性・切実性をもって対応していただきたい。 

 

【６ 幼児教育の充実】 

○大分県教委の方でもすべての子どもに質の高い教育を目指し、幼児教育アドバイザーを養成してい

るので佐伯市でも活用してほしい。 

 

【７ 教育の国際化・情報化の推進】 

○ＩＣＴ支援員の活用について、学校現場に入り込んでいて良い。ＡＰＵとの交流をＺＯＯＭなどで

行うなどの工夫により、さらなる教育の充実を図ってほしい。 
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 Ⅱ 信頼と協働による学校づくりの推進  

 

【３ 地域とともにある学校づくりの推進】 

○市報が月に一度の発行になる中、もっと学校からの情報が地域にいきわたるように取り組んでほし

い。 

〇目標指標について、佐伯市独自で調査すれば実績値を得ることができたのではないかと思う。全国

との平均と比べるようなものでなければ、佐伯市独自での実施を検討してほしい。 

 

【５ 地域に根ざした豊かな学校給食の推進】 

○公会計化をぜひ進めてほしい。 

 

 

Ⅲ 社会教育の充実と、子ども・若者の豊かな心の育成  

 

【１ 学ぶ意欲を支える社会教育施設の整備と活用】 

○上堅田地区公民館は、災害時の避難所になっており、子育てサロンでも活用しているが、床などの

悪いところがあるので改修を早急にお願いしたい。 

 

【２ 情報社会に対応し、力強く生きるための学習機会の提供】 

〇読書活動について、学校教育の中でも読書活動の推進に取り組んでいますが、社会教育でも子ども

たちと取り組んでいくことは大事ですので学校を通じて、子どもたちへの声掛けを継続していってほ

しい。 

 

【３ 「地域協育」・「地域協働」の推進】 

○校区コーディネーターを通じて、学校を訪れる機会が増え、子どもたちと関わり、ふれあうことが

できありがたく思う。 

〇家庭教育講座は、参加者が増加しており、小学校入学前の子どもたちや保護者の方たちがこういう

場で学ぶことは、大事なことなので引き続き、内容の充実を図ってほしい。 

 

 

Ⅳ 人権を尊重するまちづくりの推進  

 

【２ 地域における人権教育の推進】 

〇コロナ禍においても人権講座の参加者数は目標より増えており、広報も含めて取組の成果だと思

う。今後は、講座の内容を充実させ、多くの方に参加してもらうような取組を進めてほしい。 

○人権学習指導者がいないと教育が進んでいかないので、指導者の養成に努めてほしい。 

 

 

Ⅴ 市民文化の創造と文化財・伝統文化の保存・継承と活用  

 

【２ 文化財・伝統文化の保存・継承と活用】 

〇佐伯市では、歴史、文化、平和学習など色々なことができる施設があり、それらの情報をしっかり

と発信することで多くの人が訪れるようになってほしい。 
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〇学校教育の総合的な学習の時間にあわせて、学校教育課程の中に歴史講座を継続的に実施し、子ど

もたちが佐伯の文化財や歴史文化を自分たちが守り、発展させるという気持ちを培っていける取組

を進めてほしい。 

〇身の回りの文化財をみんなで守っていくことが重要であり、マリンカルチャーセンターの重要有形

文化財の蒲江の漁労用具の保存も今後の課題と思われるので十分に検討していただきたい。 

〇平和祈念館や歴史資料館などは、佐伯市の小中学生に訪れてもらいたい。最初は低学年で訪れ、２

度目は高学年で訪れることで見方や感じ方が変わってくる。 

 

 

 Ⅵ 健康で心豊かな活気あふれるスポーツの振興  

 

【１ 生涯スポーツの推進とスポーツ施設の効果的な活用】 

○働いている方や子どもたちが気軽にスポーツに取り組めるようスポーツ推進委員協議会などと連携

しイベントなどの取組を進めてほしい。 

〇総合型地域スポーツクラブの活動補助金はクラブの運営が厳しい中、大変役立つと思う。 

 

【２ 競技スポーツの向上と子どものスポーツ機会の充実】 

○児童・生徒数が減少し、団体競技はチームとして成り立たず、学校教育でも部活動の地域移行が検

討される中、子どもたちが小学校、中学校あるいは高校でスポーツに親しんで頑張っていけるよう

な環境づくりへの取組を進めてほしい。 

〇スポーツ推進委員協議会について、地域などを考慮して、バランスを見ながら少人数での活動を検

討していただきたい。 

 

 

以上のとおり、外部評価委員の皆様から幅広くご意見をいただきました。 

皆様からいただいた貴重なご意見を参考に、より充実した教育施策の推進に取り組んでまいります。 
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